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附則

第１章 総則

（趣旨）

第１条 この規程は、道路交通法（昭和35年法律第105号。以下「法」という。）第108

条の２第１項及び第２項、道路交通法施行規則（昭和35年総理府令第60号。以下「規

則」という。）並びに運転免許に係る講習等に関する規則（平成６年国家公安委員会

規則第４号。以下「講習規則」という。）の規定に基づき、奈良県公安委員会（以下

「公安委員会」という。）が行う講習（以下この章において「講習」という。）につ

いて必要な事項を定めるものとする。

（講習の種別）

第２条 講習の種別は、次の各号に掲げるとおりとする。

(1) 安全運転管理者等講習（法第108条の２第１項第１号に規定する講習をいう。以

下同じ。）

(2) 取消処分者講習（法第108条の２第１項第２号に規定する講習をいう。以下同じ。

）

(3) 停止処分者講習（法第108条の２第１項第３号に規定する講習をいう。以下同じ。

）

(4) 大型車講習（法第108条の２第１項第４号に規定する講習をいう。以下同じ。）

(5) 中型車講習（法第108条の２第１項第４号に規定する講習をいう。以下同じ。）

(6) 準中型車講習（法第108条の２第１項第４号に規定する講習をいう。以下同じ。

）

(7) 普通車講習（法第108条の２第１項第４号に規定する講習をいう。以下同じ。）

(8) 大型二輪車講習（法第108条の２第１項第５号に規定する講習をいう。以下同じ。

）

(9) 普通二輪車講習（法第108条の２第１項第５号に規定する講習をいう。以下同じ。

）

(10) 応急救護処置講習（法第108条の２第１項第８号に規定する講習をいう。以下同



じ。）

(11) 原付講習（法第108条の２第１項第６号に規定する講習をいう。以下同じ。）

(12) 旅客車講習（法第108条の２第１項第７号に規定する講習をいう。以下同じ。）

(13) 指定自動車教習所職員講習（法第108条の２第１項第９号に規定する講習をいう。

以下同じ。）

(14) 初心運転者講習（法第108条の２第１項第10号に規定する講習をいう。以下同じ。

）

(15) 更新時講習（法第108条の２第１項第11号に規定する講習をいう。以下同じ。）

(16) 高齢者講習（法第108条の２第１項第12号に規定する講習をいう。以下同じ。）

(17) 違反者講習（法第108条の２第１項第13号に規定する講習をいう。以下同じ。）

(18) 若年運転者講習（法第108条の２第１項第14号に規定する講習をいう。以下同じ。

）

(19) 特定小型原動機付自転車運転者講習（法第108条の２第１項第15号に規定する講

習をいう。以下同じ。）

(20) 自転車運転者講習（法第108条の２第１項第16号に規定する講習をいう。以下同

じ。）

(21) 特定任意講習（法第108条の２第２項の規定により実施する講習のうち、講習規

則第２条に定める基準に適合する講習をいう。以下同じ。）

(22) 特定任意高齢者講習（法第108条の２第２項の規定により実施する講習のうち、

講習規則第１条に定める基準に適合する講習をいう。以下同じ。）

(23) 認知機能検査員講習（講習規則第４条第２項第１号ロに規定する講習をいう。以

下同じ。）

（講習の委託及び指定）

第３条 公安委員会は、法第108条の２第３項及び規則第38条の３の規定に基づき、前

条各号（第２号、第14号、第18号及び第23号を除く。）に掲げる講習の実施の全部又

は一部を委託することができるものとする。この場合において、委託は、契約書を作

成して行うものとする。

２ 公安委員会は、取消処分者講習、初心運転者講習又は若年運転者講習を、法第108

条の４の規定に基づき指定した一般社団法人若しくは一般財団法人又は指定自動車教

習所（以下「指定講習機関」という。）に行わせることができるものとする。

（講習指導員の承認）

第４条 公安委員会は、第２条各号（第１号、第２号、第13号、第14号、第18号、第19

号、第20号及び第23号を除く。）に掲げる講習を前条第１項の規定に基づき委託して



行う場合は、同項の規定による講習の実施の委託を受けたもの（以下「講習受託機関

」という。）に対して、当該講習の指導員になろうとする者に係る講習指導員承認申

請書（別記様式第１号）の提出を求め、適当と認めたときは、講習指導員承認通知書

（別記様式第２号）により承認するものとする。

（講習の方法）

第５条 講習は、視聴覚方式、講義方式、討議方式、個別診断方式、実技方式等の方法

によって行う。

（講習の秩序を乱した者等に対する措置）

第６条 公安委員会、講習受託機関又は指定講習機関は、講習を効果的に実施するため、

講習の秩序を乱した受講者について、退場を命ずることができるものとする。

２ 前項の規定により退場を命ぜられた者及び講習の途中で自ら退場した者については、

当該講習は終了しなかったものとみなす。

（講習実施結果の報告）

第７条 公安委員会は、取消処分者講習、初心運転者講習又は若年運転者講習を指定講

習機関に、違反者講習、特定小型原動機付自転車運転者講習又は自転車運転者講習を

講習受託機関に行わせるときは、当該講習の実施結果を講習の区分に応じて取消処分

者講習結果報告書（別記様式第２号の２）、初心運転者講習結果報告書（別記様式第

３号）、違反者講習結果報告書（別記様式第３号の２）、若年運転者講習結果報告書

（別記様式第３号の３）、特定小型原動機付自転車運転者講習実施結果報告書（別記

様式第３号の４）又は自転車運転者講習実施結果報告書（別記様式第３号の５）によ

り、講習日（取消処分者講習及び若年運転者講習にあっては講習終了日）ごとに報告

をさせるものとする。

（国家公安委員会への報告）

第８条 公安委員会は、取消処分者講習、初心運転者講習、違反者講習、若年運転者講

習、特定小型原動機付自転車運転者講習若しくは自転車運転者講習を終了した者、特

定小型原動機付自転車危険行為（法第108条の３の５第１項に規定する特定小型原動

機付自転車危険行為をいう。以下同じ。）若しくは自転車危険行為（同条第２項に規

定する自転車危険行為をいう。以下同じ。）をした者又は同条の規定による命令（以

下「受講命令」という。）を受けた者については、速やかに国家公安委員会へ報告を

するものとする。

第２章 安全運転管理者等講習

（講習計画の策定）

第９条 安全運転管理者等講習は、受講対象者のすべてがおおむね年１回受講するよう



指定した年間計画を策定して実施するものとする。

２ 講習受託機関が作成する年間講習実施計画については、あらかじめ公安委員会の承

認を受けなければならない。

（講習通知）

第10条 前条による講習実施の通知は、規則別記様式第22の９により講習日の30日前ま

でに、当該安全運転管理者等を選任した使用者に対して行うものとする。

（講習内容）

第11条 安全運転管理者等講習は、安全運転管理者等講習の講習科目に関する基準（別

表第１）により行うものとする。

（講習の場所）

第12条 安全運転管理者等講習は、警察署その他公安委員会が適当と認めた施設におい

て行うものとする。

（受講証明書）

第13条 公安委員会は、安全運転管理者等が安全運転管理者等講習を受講した場合は、

受講証明書（別記様式第４号）を交付するものとする。

第３章 取消処分者講習

（講習日等の指定）

第14条 公安委員会は、取消処分者講習を受けようとする者（次項において「申出者」

という。）から講習日及び講習場所（以下「講習日等」という。）の指定の申出を受

けたときは、取消処分者講習日等指定申出書（別記様式第５号。次項において「申出

書」という。）を提出させるものとする。

２ 公安委員会は、申出書の記載事項に誤りのないことを確認の上、取消処分者講習受

講申請書（別記様式第６号）の講習日等指定欄に所要の事項を記載し、申出者に交付

するものとする。

（受講申請の受理）

第15条 公安委員会又は指定講習機関は、取消処分者講習を受けようとする者（前条の

規定により講習日等の指定を受けている者に限る。）に対し、取消処分者講習受講申

請書に写真２枚を添付して提出させ、講習日等及び本人であることを確認した上で受

理するものとする。

（講習内容）

第16条 取消処分者講習は、取消処分者講習の講習科目及び時間割等に関する基準（別

表第２）により行うものとする。ただし、飲酒取消講習（取消処分者講習のうち、次

の各号のいずれかに該当する者が受講する講習をいう。以下同じ。）は、飲酒取消講



習の講習科目及び時間割等に関する基準（別表第２の２）により行うものとする。

(1) 運転免許の取消事由に係る累積点数の中に、酒気帯び運転、酒酔い運転又は自動

車の運転により人を死傷させる行為等の処罰に関する法律（平成25年法律第86号）

第２条から第４条までの罪でアルコールの影響によるもの（次号において「飲酒運

転」という。）の法令違反が含まれている者

(2) 無免許で飲酒運転の法令違反がある者

（講習の場所）

第17条 取消処分者講習は、運転免許センター（交通部運転免許課（以下「運転免許課

」という。）が、運転免許に関する事務を行う施設をいう。以下同じ。）、公安委員

会の指定する道路その他公安委員会が適当と認めた施設及び路上コースにおいて行う

ものとする。

（講習終了証明書の交付又は再交付）

第18条 公安委員会又は指定講習機関は、取消処分者講習を終了したときは、受講者本

人の写真をちょう付した取消処分者講習終了証明書（別記様式第７号）正副２通を作

成の上、正本を当該受講者に交付し、副本を保管するものとする。この場合において、

指定講習機関が取消処分者講習終了証明書を交付したときは、その都度、当該終了証

明書の写しを公安委員会に送付させるものとする。

２ 公安委員会又は指定講習機関は、取消処分者講習を終了した者が、取消処分者講習

終了証明書を亡失し、滅失し、又はき損した場合で、再交付を申し出たときは、取消

処分者講習終了証明書再交付申請書（別記様式第８号）により再交付するものとする。

この場合において、指定講習機関が取消処分者講習終了証明書を再交付したときは、

速やかに公安委員会に報告させるものとする。

（取消処分者講習等に係る報告）

第18条の２ 公安委員会は、第７条に規定する講習実施結果の報告その他別に定めがあ

るもののほか、次の各号に掲げる場合には、指定講習機関に対し必要な報告を行わせ

るものとする。

(1) 第14条に規定する講習日等の指定の申出が指定講習機関に対して行われたとき。

(2) 講習日等の指定を受けていない者から第15条に規定する受講申請が指定講習機関

に対して行われたとき。

第４章 停止処分者講習

（講習区分）

第19条 停止処分者講習は、運転免許の保留若しくは効力の停止の期間又は自動車等の

運転の禁止の期間（以下「免許の保留等の期間」という。）を基準として次の区分に



より行うものとする。

(1) 短期講習

免許の保留等の期間が40日未満の者に対する講習

(2) 中期講習

免許の保留等の期間が40日以上90日未満の者に対する講習

(3) 長期講習

免許の保留等の期間が90日以上の者に対する講習

（講習内容）

第20条 停止処分者講習は、停止処分者講習の講習科目に関する基準（別表第３）によ

り行うものとする。

（学級編成）

第21条 停止処分者講習の学級編成は、第19条各号に規定する講習区分ごとに受講者の

処分理由等に応じ特別学級及び一般学級を設けるものとする。

（講習申出）

第22条 停止処分者講習を受けようとする者は、停止処分者講習申出書（別記様式第９

号）を公安委員会に提出しなければならない。

（講習の場所）

第23条 停止処分者講習は、奈良県安全運転学校（運転免許課が管理する停止処分者講

習及び違反者講習を行うための施設をいう。以下同じ。）その他公安委員会が適当と

認めた施設において行うものとする。

（考査の実施及び方法）

第24条 停止処分者講習の修得状況及び効果を確認するため、講習全般の内容の中から

正誤式又は選択式の筆記による考査を行うものとする。

（不正行為等の措置）

第25条 公安委員会又は講習受託機関は、前条の考査について、不正の行為を行った受

講者を退場させるものとする。

２ 前項の規定により退場させられた受講者については、当該講習は終了しなかったも

のとみなす。

（再考査等）

第26条 停止処分者講習に係る考査の成績が50％未満の受講者から、再受講及び再考査

の申請があったときは、別に日を指定して当該講習又は考査を受けさせるものとする。

２ 第19条から前条までの規定は、前項の再受講及び再考査について準用する。

第４章の２ 大型車講習



（講習の対象者）

第26条の２ 大型車講習は、大型免許試験に合格した者を対象に行うものとする。

（受講申請の受理）

第26条の３ 公安委員会又は講習受託機関は、大型車講習を受けようとする者に対し、

大型車講習受講申請書（別記様式第９号の２）を提出させ、本人であることを確認し

た上で受理するものとする。

（講習の内容）

第26条の４ 大型車講習は、大型車講習及び中型車講習の講習科目に関する基準（別表

第３の２）により行うものとする。

（講習の場所）

第26条の５ 大型車講習は、運転免許センター、公安委員会の指定する道路その他公安

委員会が適当と認めた施設及び路上コースにおいて行うものとする。

（講習終了証明書の交付又は再交付）

第26条の６ 公安委員会は、大型車講習を終了した者からの申出により、大型車講習終

了証明書（規則別記様式第22の10の２）を交付するものとする。

２ 大型車講習を終了した者が、大型車講習終了証明書を亡失し、滅失し、又はき損し

た場合で、再交付を申し出たときは、大型車講習終了証明書再交付申請書（別記様式

第９号の３）により再交付するものとする。

第４章の３ 中型車講習

（講習の対象者）

第26条の７ 中型車講習は、中型免許試験に合格した者を対象に行うものとする。

（受講申請の受理）

第26条の８ 公安委員会又は講習受託機関は、中型車講習を受けようとする者に対し、

中型車講習受講申請書（別記様式第９号の４）を提出させ、本人であることを確認し

た上で受理するものとする。

（講習の内容）

第26条の９ 中型車講習は、大型車講習及び中型車講習の講習科目に関する基準により

行うものとする。

（講習の場所）

第26条の10 中型車講習は、運転免許センター、公安委員会の指定する道路その他公安

委員会が適当と認めた施設及び路上コースにおいて行うものとする。

（講習終了証明書の交付又は再交付）

第26条の11 公安委員会は、中型車講習を終了した者からの申出により、中型車講習終



了証明書（規則別記様式第22の10の２の２）を交付するものとする。

２ 中型車講習を終了した者が、中型車講習終了証明書を亡失し、滅失し、又はき損し

た場合で、再交付を申し出たときは、中型車講習終了証明書再交付申請書（別記様式

第９号の５）により再交付するものとする。

第４章の４ 準中型車講習

（講習の対象者）

第26条の12 準中型車講習は、準中型免許試験に合格した者を対象に行うものとする。

（受講申請の受理）

第26条の13 公安委員会又は講習受託機関は、準中型車講習を受けようとする者に対し、

準中型車講習受講申請書（別記様式第９号の６）を提出させ、本人であることを確認

した上で受理するものとする。

（講習の内容）

第26条の14 準中型車講習は、次の各号に掲げる者に対し、それぞれ当該各号に定める

ところにより行うものとする

(1) 普通免許を受けている者 準中型車講習の講習科目に関する基準（別表第３の３

）により行う。

(2) 普通免許を受けていない者 前号の基準に加え、第30条の基準を準用して行う。

（講習の場所）

第26条の15 準中型車講習は、運転免許センター、公安委員会の指定する道路その他公

安委員会が適当と認めた施設及び路上コースにおいて行うものとする。

（講習終了証明書の交付又は再交付）

第26条の16 公安委員会は、準中型車講習を終了した者からの申出により、準中型車講

習終了証明書（規則別記様式第22の10の２の３）を交付するものとする。

２ 準中型車講習を終了した者が、準中型車講習終了証明書を亡失し、滅失し、又は毀

損した場合で、再交付を申し出たときは、準中型車講習終了証明書再交付申請書（別

記様式第９号の７）により再交付するものとする。

第５章 普通車講習

（講習の対象者）

第27条 普通車講習は、普通免許試験に合格した者を対象に行うものとする。

（受講申請の受理）

第28条 公安委員会又は講習受託機関は、普通車講習を受けようとする者に対し、普通

車講習受講申請書（別記様式第10号）を提出させ、本人であることを確認した上で受

理するものとする。



（講習の区分）

第29条 普通車講習は、次の各号に定める講習を行うものとする。

(1) 危険予測講習 普通自動車の運転に係る危険の予測その他安全な運転に必要な知

識及び技能に関する講習をいう。

(2) 高速道路講習 高速自動車国道及び自動車専用道路における普通自動車の安全な

運転に必要な知識及び技能に関する講習をいう。

（講習の内容）

第30条 普通車講習は、普通車講習の講習科目に関する基準（別表第４）により行うも

のとする。

（講習の場所）

第31条 普通車講習は、運転免許センター、公安委員会の指定する道路その他公安委員

会が適当と認めた施設及び路上コースにおいて行うものとする。

（講習終了証明書の交付又は再交付）

第32条 公安委員会は、普通車講習を終了した者からの申出により、普通車講習終了証

明書（規則別記様式第22の10の２の４）を交付するものとする。

２ 普通車講習を終了した者が、普通車講習終了証明書を亡失し、滅失し、又はき損し

た場合で、再交付を申し出たときは、普通車講習終了証明書再交付申請書（別記様式

第11号）により再交付するものとする。

第６章 大型二輪車講習

（講習の対象者）

第33条 大型二輪車講習は、大型二輪免許試験に合格した者を対象に行うものとする。

（受講申請の受理）

第34条 公安委員会又は講習受託機関は、大型二輪車講習を受けようとする者に対し、

大型二輪車講習受講申請書（別記様式第12号）を提出させ、本人であることを確認し

た上で受理するものとする。

（講習の内容）

第35条 大型二輪車講習は、大型・普通二輪車講習の講習科目に関する基準（別表第５

）により行うものとする。

（講習の場所）

第36条 大型二輪車講習は、運転免許センターその他公安委員会が適当と認めた施設に

おいて行うものとする。

（講習終了証明書の交付又は再交付）

第37条 公安委員会は、大型二輪車講習を終了した者からの申出により、大型二輪車講



習終了証明書（規則別記様式第22の10の３）を交付するものとする。

２ 大型二輪車講習を終了した者が、大型二輪車講習終了証明書を亡失し、滅失し、又

はき損した場合で、再交付を申し出たときは、大型二輪車講習終了証明書再交付申請

書（別記様式第13号）により再交付するものとする。

第６章の２ 普通二輪車講習

（講習の対象者）

第37条の２ 普通二輪車講習は、普通二輪免許試験に合格した者を対象に行うものとす

る。

（受講申請の受理）

第37条の３ 公安委員会又は講習受託機関は、普通二輪車講習を受けようとする者に対

し、普通二輪車講習受講申請書（別記様式第13号の２）を提出させ、本人であること

を確認した上で受理するものとする。

（講習の内容）

第37条の４ 普通二輪車講習は、大型・普通二輪車講習の講習科目に関する基準により

行うものとする。

（講習の場所）

第37条の５ 普通二輪車講習は、運転免許センターその他公安委員会が適当と認めた施

設において行うものとする。

（講習終了証明書の交付又は再交付）

第37条の６ 公安委員会は、普通二輪車講習を終了した者からの申出により、普通二輪

車講習終了証明書（規則別記様式第22の10の３の２）を交付するものとする。

２ 普通二輪車講習を終了した者が、普通二輪車講習終了証明書を亡失し、滅失し、又

はき損した場合で、再交付を申し出たときは、普通二輪車講習終了証明書再交付申請

書（別記様式第13号の３）により再交付するものとする。

第７章 応急救護処置講習

（講習の対象者）

第38条 応急救護処置講習は、大型免許、中型免許、準中型免許、普通免許、大型二輪

免許、普通二輪免許、大型第二種免許、中型第二種免許又は普通第二種免許を受けよ

うとする者を対象に行うものとする。

（受講申請の受理）

第39条 公安委員会又は講習受託機関は、応急救護処置講習を受けようとする者に対し、

応急救護処置講習（一）・（二）受講申請書（別記様式第14号）を提出させ、本人で

あることを確認した上で受理するものとする。



（講習の内容）

第40条 応急救護処置講習は、第一種免許に係る応急救護処置講習の講習科目に関する

基準（別表第６）又は第二種免許に係る応急救護処置講習の講習科目に関する基準（

別表第６の２）により行うものとする。

（講習の場所）

第41条 応急救護処置講習は、運転免許センターその他公安委員会が適当と認めた施設

において行うものとする。

（講習終了証明書の交付又は再交付）

第42条 公安委員会は、応急救護処置講習を終了した者からの申出により、応急救護処

置講習（一）終了証明書（規則別記様式第22の10の６）又は応急救護処置講習（二）

終了証明書（規則別記様式第22の10の６の２）を交付するものとする。

２ 応急救護処置講習を終了した者が、応急救護処置講習（一）終了証明書又は応急救

護処置講習（二）終了証明書を亡失し、滅失し、又はき損した場合で、再交付を申し

出たときは、応急救護処置講習（一）・（二）終了証明書再交付申請書（別記様式第

15号）により再交付するものとする。

第８章 原付講習

（講習の対象者）

第43条 原付講習は、原則として、原付免許試験の合格者を対象に行うものとする。

（受講申請の受理）

第44条 公安委員会又は講習受託機関は、原付講習を受けようとする者に対し、原付講

習受講申請書（別記様式第16号）を提出させ、本人であることを確認した上で受理す

るものとする。

（講習内容）

第45条 原付講習は、原付講習の講習科目及び時間割り等に関する基準（別表第７）に

より行うものとする。

（講習の場所）

第46条 原付講習は、運転免許センターその他公安委員会が適当と認めた施設において

行うものとする。

（講習終了証明書の交付又は再交付）

第47条 公安委員会は、原付講習を終了した者の申出により、原付講習終了証明書（規

則別記様式第22の10の４）を交付するものとする。

２ 前項に定める原付講習終了証明書の交付を受けた者が、原付講習終了証明書を亡失

し、滅失し、又はき損した場合で、再交付を申し出たときは、原付講習終了証明書再



交付申請書（別記様式第17号）により再交付するものとする。

第８章の２ 旅客車講習

（講習の対象者）

第47条の２ 旅客車講習は、大型第二種免許、中型第二種免許又は普通第二種免許試験

に合格した者を対象に行うものとする。

（受講申請の受理）

第47条の３ 公安委員会又は講習受託機関は、旅客車講習を受けようとする者に対し、

（大型・中型・普通）旅客車講習受講申請書（別記様式第17号の２）を提出させ、本

人であることを確認した上で受理するものとする。

（講習の内容）

第47条の４ 旅客車講習は、大型旅客車講習、中型旅客車講習及び普通旅客車講習の講

習科目に関する基準（別表第７の２）により行うものとする。

（講習の場所）

第47条の５ 旅客車講習は、運転免許センター、公安委員会の指定する道路その他公安

委員会が適当と認めた施設及び路上コースにおいて行うものとする。

（講習終了証明書の交付又は再交付）

第47条の６ 公安委員会は、旅客車講習を終了した者からの申出により、大型旅客車講

習終了証明書（規則別記様式第22の10の５）、中型旅客車講習終了証明書（規則別記

様式第22の10の５の２）又は普通旅客車講習終了証明書（規則別記様式第22の10の５

の３）を交付するものとする。

２ 旅客車講習を終了した者が、大型旅客車講習終了証明書、中型旅客車講習終了証明

書又は普通旅客車講習終了証明書を亡失し、滅失し、又はき損した場合で、再交付を

申し出たときは、（大型・中型・普通）旅客車講習終了証明書再交付申請書（別記様

式第17号の３）により再交付するものとする。

第９章 指定自動車教習所職員講習

（講習計画の策定）

第48条 指定自動車教習所職員講習（以下「職員講習」という。）は、受講対象者のす

べてが原則として年１回受講するよう指定した年間計画を策定して実施するものとす

る。

２ 講習受託機関が作成する年間講習実施計画については、あらかじめ公安委員会の承

認を受けなければならない。

（講習通知）

第49条 職員講習実施の通知は、規則別記様式第22の10により、当該講習日の10日前ま



でに当該指定自動車教習所の管理者に対して行うものとする。

（講習内容）

第50条 職員講習は、指定自動車教習所職員講習の講習科目及び時間割等（別表第８）

により行うものとする。

（講習の場所）

第51条 職員講習は、運転免許センターその他公安委員会が適当と認めた施設において

行うものとする。

（講習修了証の交付）

第52条 公安委員会は、職員講習を修了した者に対し、講習修了証（別記様式第17号の

４）を交付するものとする。

第10章 初心運転者講習

（講習通知）

第53条 公安委員会が行う法第108条の３第１項に基づく初心運転者講習の通知は、受

講対象者に対し、初心運転者講習通知書（規則別記様式第22の11）を送付して行うも

のとし、受講を希望する者に受講の申出を行わせるものとする。

２ 公安委員会は、前項の申出を受けた場合は、受講場所及び受講日時を指定し、受講

場所として指定した指定講習機関に対し、講習受講対象者を初心運転者講習受講予定

者通知書（別記様式第18号）により通知するものとする。

（講習移送通知）

第54条 公安委員会は、受講対象者が他の都道府県に転居していることが判明した場合

は、初心運転者講習移送通知書（別記様式第19号）により、転居先を管轄する公安委

員会へ通知するものとする。

２ 公安委員会は、初心運転者講習通知書を他の公安委員会から送付を受けたときは、

当該受講対象者に対し、初心運転者講習を行う旨を速やかに通知するものとする。

（講習内容）

第55条 初心運転者講習は、初心運転者講習の講習科目及び時間割り等に関する基準（

別表第９）により行うものとする。

（講習の編成）

第56条 初心運転者講習の１回当たりの受講者数は、おおむね15人以内とし、そのうち、

場内コース及び路上における運転演習については、１グループ３人以内で行うものと

する。

（講習終了証明書の交付）

第57条 指定講習機関は、初心運転者講習を終了した者に対し、初心運転者講習終了証



明書（別記様式第20号）を交付するものとする。

第11章 更新時講習

（講習通知）

第58条 公安委員会が法第101条第３項の規定に定めるところにより送付する書面の様

式は、別記様式第20号の２のとおりとする。

（講習の区分及び方法）

第58条の２ 更新時講習は、運転免許証の更新を受けようとする者（法第97条の２第１

項第３号に規定する特定失効者又は同項第５号に規定する特定取消処分者（以下「特

定失効者等」という。）で運転免許試験の一部免除の適用を受けようとするもののう

ち、運転免許申請書（規則別記様式第12）を提出した日における年齢が70歳未満の者

を含む。）の態様に応じ、優良運転者講習、一般運転者講習、違反運転者講習及び初

回更新者講習に区分し、いずれも原則として集合方式により行うものとする。

（受講申請の受理）

第59条 公安委員会又は講習受託機関は、更新時講習を受けようとする者に対し、更新

時講習受講申請書（別記様式第20号の２の２）を提出させ、運転免許証等により本人

であることを確認した上で受理するものとする。

２ 公安委員会又は講習受託機関は、前項の申請を受理したときは、講習の日時及び場

所を指定するものとする。この場合において、申請の日以外の日に講習を実施すると

きは、更新時講習受講申請書の所定の欄に講習の日時及び場所を記載し、更新時講習

受講申請書（本人控）を申請者に交付するものとする。

（講習の内容）

第60条 更新時講習は、更新時講習の講習科目に関する基準（別表第10）により行うも

のとする。

（講習期日）

第61条 更新時講習（特定失効者等に対して行うものを除く。）は、原則として、運転

免許証の有効期間が満了する日の２月前から運転免許証の有効期間が満了する日まで

の間に行うものとする。

２ 特定失効者等に対する更新時講習は、原則として当該特定失効者等に係る運転免許

証の有効期間の満了日の翌日から運転免許申請書を提出する日までの間に行うものと

する。

（講習の場所）

第62条 更新時講習は、運転免許センター、警察署その他公安委員会が適当と認めた施

設において行うものとする。



第12章 高齢者講習

（講習の対象者）

第62条の２ 高齢者講習は、次の各号に掲げる者を対象として、規則第38条第12項に定

めるところより行うものとする。

(1) 運転免許証の更新を受けようとする者で、更新期間が満了する日における年齢が

70歳以上のもの

(2) 特定失効者等で、運転免許申請書を提出した日における年齢が70歳以上のもの

(3) 法第101条の７第１項の規定による臨時認知機能検査等を受けた者で、当該臨時

認知機能検査等の結果が規則第29条の２の６第１項に規定する基準に該当するもの

（講習通知）

第62条の３ 公安委員会が法第101条の４第５項の規定により行う通知（前条第１号に

掲げる者に対する通知に限る。）は、講習対象者の更新期間が満了する日の190日前

の日以降に、速やかに当該講習対象者に対して、同項に規定する事項を記載した書面

（別記様式第20号の２の３又は別記様式第20号の２の４。以下「高齢者講習通知書」

という。）を送付して行うものとする。

２ 前条第２号に掲げる者に対する通知は、受講の申出があった都度、高齢者講習通知

書を送付して行うものとする。

３ 法第101条の７第５項の規定により行う通知は、前条第３号に掲げる者に対して、

臨時高齢者講習通知書（規則別記様式第18の７）を送付して行うものとする。

（受講申請の受理）

第62条の４ 公安委員会又は講習受託機関は、高齢者講習を受けようとする者に対し、

高齢者講習受講申請書（別記様式第20号の３）を提出させるとともに、高齢者講習通

知書又は臨時高齢者講習通知書、運転免許証等により本人であることを確認した上で

受理するものとする。

（講習の内容）

第62条の５ 高齢者講習は、高齢者講習の講習科目に関する基準（別表第11）により行

うものとする。

（運転適性検査器材）

第62条の６ 高齢者講習のうち、自動車等の運転について必要な適性に関する調査で運

転適性検査器材を用いて行う検査によるものに基づく指導を行うときは、次の各号に

定める器材を使用するものとする。

(1) 動体視力の変化を測定する動体視力検査器

(2) 夜間視力の変化を測定する夜間視力検査器



(3) 水平方向の視野の範囲を測定する視野検査器又は視野の欠損状況を測定する視野

検査器

（学級編成）

第62条の７ 高齢者講習は、原則として受講者が取得している運転免許の種別に応じて、

講習効果が上がるよう適正な人数で学級を編成して行うものとする。ただし、高齢者

講習の科目のうち、共通する科目については、複数の学級を合同して行うことができ

るものとする。

（講習の場所）

第62条の８ 高齢者講習は、運転免許センターその他公安委員会が適当と認めた施設に

おいて行うものとする。

（講習の期日）

第62条の９ 第62条の２第１号に掲げる者に対する高齢者講習は、講習対象者の更新期

間が満了する日の６月前の日から更新期間が満了する日までの間で、公安委員会又は

講習受託機関が指定する日のうち講習対象者が希望する日に行うものとする。

２ 第62条の２第２号に掲げる者に対する高齢者講習は、原則として当該講習対象者に

係る更新期間の満了日の翌日から運転免許証申請書を提出する日までの間で、公安委

員会又は講習受託機関が指定する日のうち当該講習対象者が希望する日に行うものと

する。

３ 第62条の２第３号に掲げる者に対する高齢者講習は、法第101条の７第６項に規定

する期間に、公安委員会又は講習受託機関が指定する日のうち当該講習対象者が希望

する日に行うものとする。

（講習終了証明書の交付又は再交付）

第62条の10 公安委員会は、高齢者講習を終了した者からの申出により、高齢者講習終

了証明書（規則別記様式第22の10の７）を交付するものとする。

２ 高齢者講習終了証明書の交付を受けた者が、高齢者講習終了証明書を亡失し、滅失

し、又はき損した場合で再交付を申し出たときは、高齢者講習終了証明書再交付申請

書（別記様式第20号の４）により再交付するものとする。

第13章 違反者講習

（講習の対象者）

第62条の11 違反者講習は、道路交通法施行令（昭和35年政令第270号。以下この条に

おいて「令」という。）別表第２の１の表に定める基礎点数が３点以下の一般違反行

為（令第33条の２第１項第１号に規定する一般違反行為をいう。）の累積により、令

第33条の２第３項に規定する累積点数が６点に該当した者（令別表第２の２の表の交



通事故による付加点数を含んだ累積点数が６点に該当した者を含む。）で、過去３年

以内に違反者講習を受講しておらず、かつ、運転免許の保留又は効力の停止処分を受

けていないものを対象に行うものとする。

（講習通知）

第62条の12 公安委員会が行う法第108条の３の２に基づく違反者講習の通知は、受講

対象者に対し、違反者講習通知書（規則別記様式第22の11の２）により、講習の日時

及び場所を指定して行うものとする。

（講習移送通知）

第62条の13 公安委員会は、違反者講習の通知をしようとする場合において、講習対象

者がその住所地を他の都道府県に変更していることが判明したときは、違反者講習移

送通知書（別記様式第20号の５又は別記様式第20号の６）により、当該住所地を管轄

する都道府県公安委員会に通知するものとする。

２ 公安委員会は、他の都道府県公安委員会から違反者講習移送通知書の送付を受けた

ときは、当該講習対象者に対し、違反者講習を行う旨を速やかに通知するものとする。

３ 公安委員会は、違反者講習の通知をした後に、講習対象者が他の都道府県に住所地

を変更した場合において、当該講習対象者がその住所地を管轄する都道府県公安委員

会の行う違反者講習の受講を希望するときは、当該公安委員会に対し違反者講習通知

移送通知書（別記様式第20号の７又は別記様式第20号の８）を送付するものとする。

４ 公安委員会は、違反者講習移送通知書又は違反者講習通知移送通知書の送付を受け

た場合において、講習対象者が受講期間内に講習を受けなかったときは、当該講習対

象者が違反者講習の基準に該当することとなった時における住所地を管轄する都道府

県公安委員会に違反者講習期間経過通知書（別記様式第20号の９又は別記様式第20号

の10）を送付するものとする。

（受講申請の受理）

第62条の14 公安委員会又は講習受託機関は、違反者講習を受けようとする者に対し、

違反者講習受講申請書（別記様式第20号の11）を提出させるとともに、違反者講習通

知書、運転免許証等により本人であることを確認した上で受理するものとする。

（講習の区分）

第62条の15 違反者講習は、講習を受けようとする者の選択により、運転者の資質の向

上に資する活動（以下「社会参加活動」という。）を体験させることを含む講習及び

社会参加活動を体験させることを含む講習以外の講習に区分して行うものとする。

（講習の内容）

第62条の16 違反者講習は、違反者講習の講習科目に関する基準（別表第12）により行



うものとする。

２ 講習科目のうち、社会参加活動の内容、実施方法等については、警察本部長が別に

定めるものとする。

（学級編成）

第62条の17 違反者講習の学級は、社会参加活動を体験させることを含む講習及び社会

参加活動を体験させることを含む講習以外の講習とも、原則として９人編成とすると

ともに、受講者の態様に応じて四輪車又は二輪車の学級に区分するものとする。ただ

し、講習科目のうち運転適性についての診断と指導を行う場合は、１グループ３人以

内とするものとする。

２ 受講人員が少ないため、前項に定める学級を編成することが困難であるときは、前

項に定めるところにかかわらず、講習科目の一部について、合同で行うことができる

ものとする。

（講習の場所）

第62条の18 違反者講習は、奈良県安全運転学校その他公安委員会が適当と認めた施設

において行うものとする。ただし、講習科目のうち社会参加活動については、警察本

部長が適当と認めた道路その他の場所において行うものとする。

（考査の実施及び方法）

第62条の19 違反者講習の修得状況及び効果を確認するため、感想文の作成等筆記によ

る考査を行うものとする。

第13章の２ 若年運転者講習

（講習通知）

第62条の20 公安委員会が行う法第108条の３の３に基づく若年運転者講習の通知は、

受講対象者に対し、若年運転者講習通知書（規則別記様式第22の11の２の２）を送付

して行うものとし、受講を希望する者に受講の申出を行わせるものとする。

２ 公安委員会は、前項の申出を受けた場合は、受講場所及び受講日時を指定し、受講

場所として指定した指定講習機関に対し、講習受講対象者を若年運転者講習受講予定

者通知書（別記様式第20号の12）により通知するものとする。

（講習移送通知）

第62条の21 公安委員会は、受講対象者が他の都道府県に転居していることが判明した

場合は、若年運転者講習移送通知書（別記様式第20号の13）により、転居先を管轄す

る公安委員会へ通知するものとする。

２ 公安委員会は、若年運転者講習通知書を他の公安委員会から送付を受けたときは、

当該受講対象者に対し、若年運転者講習を行う旨を速やかに通知するものとする。



（講習内容）

第62条の22 若年運転者講習は、若年運転者講習の講習科目及び時間割等に関する基準

（別表第13）により行うものとする。

（学級編成）

第62条の23 若年運転者講習は、１学級３人の編成を基準とし、１学級につき講習指導

員１人を配置することを原則とする。

（講習終了証明書の交付）

第62条の24 指定講習機関は、若年運転者講習を終了した者に対し、若年運転者講習終

了証明書（別記様式第20号の14）を交付するものとする。

第13章の３ 特定小型原動機付自転車運転者講習

（受講命令の基準）

第62条の25 公安委員会は、特定小型原動機付自転車危険行為をした特定小型原動機付

自転車の運転者であって、当該特定小型原動機付自転車危険行為をした日を起算日と

する過去３年以内にその他の特定小型原動機付自転車危険行為をしたものについて、

更に特定小型原動機付自転車を運転することが道路における危険を生じさせるおそれ

がないと認める場合を除き、受講命令をするものとする。

（受講命令の決定）

第62条の26 公安委員会は、前条の規定に該当すると認めるときは、当該特定小型原動

機付自転車の運転者に対し、弁明の機会を付与した上で、受講命令を決定するものと

する。

（受講命令）

第62条の27 受講命令は、前条の規定により受講命令の決定を受けた者（次項及び次条

において「被命令者」という。）に対し、特定小型原動機付自転車運転者講習受講命

令書（規則別記様式第22の11の３。次項及び次条において「受講命令書」という。）

及び教示事項（別記様式第20号の15）を交付して行うものとする。

２ 被命令者に対し受講命令書を交付したときは、被命令者から特定小型原動機付自転

車運転者講習受講命令書受領書（別記様式第20号の16）を徴しておくものとする。

（受講命令の通知等）

第62条の28 公安委員会は、受講命令を決定した場合において、被命令者の住所地が他

の都道府県公安委員会の管轄区域内にあるときは、特定小型原動機付自転車命令通知

書（別記様式第20号の17）により、当該住所地を管轄する都道府県公安委員会に通知

するものとする。この場合において、他の都道府県公安委員会に受講命令書の交付を

依頼する必要があるときは、当該受講命令書及び教示事項を添付するものとする。



２ 公安委員会は、他の都道府県公安委員会から、奈良県内に住所を有する被命令者に

対する受講命令書の交付の依頼を受けた場合は、速やかに当該受講命令書を交付する

ものとする。

３ 公安委員会は、他の都道府県公安委員会からの通知により、奈良県内に住所を有す

る被命令者に対して特定小型原動機付自転車運転者講習を実施する必要があると認め

るときは、次条から第62条の32までに定めるところにより取り扱うものとする。

４ 第２項の場合において、受講命令書を交付したときは特定小型原動機付自転車命令

執行通知書（別記様式第20号の18）により、所在不明等により受講命令書を交付する

ことができなかったときは特定小型原動機付自転車命令書返送書（別記様式第20号の

19）により、当該都道府県公安委員会に通知し、又は当該受講命令書を返送するもの

とする。

５ 前条第２項の規定は、前項の場合において、受講命令書を交付したときについて準

用する。

（受講申出の受理）

第62条の29 公安委員会は、特定小型原動機付自転車運転者講習を受講しようとする者

に対し、特定小型原動機付自転車運転者講習受講申出書（別記様式第20号の20）を提

出させ、本人であることを確認した上で受理するものとする。

（講習の内容）

第62条の30 特定小型原動機付自転車運転者講習は、特定小型原動機付自転車運転者講

習の講習科目に関する基準（別表第14）により行うものとする。

（講習の場所）

第62条の31 特定小型原動機付自転車運転者講習は、警察本部、運転免許センターその

他公安委員会が適当と認めた施設において行うものとする。

（講習修了証書の交付又は再交付）

第62条の32 公安委員会は、特定小型原動機付自転車運転者講習を終了した者からの申

出があったときは、特定小型原動機付自転車運転者講習終了証書（別記様式第20号の

21。以下この条において「証書」という。）を交付するものとする。

２ 証書の交付を受けた者が、当該証書を亡失し、滅失し、又は毀損した場合で再交付

を申し出たときは、特定小型原動機付自転車運転者講習終了証書再交付申請書（別記

様式第20条の22）により申請させた上で再交付するものとする。

３ 特定小型原動機付自転車運転者講習の実施を委託している場合において、当該講習

を終了した者からの申出があったときは、講習受託機関から証書を交付させるものと

する。



４ 講習受託機関から証書の交付を受けた者が、当該証書を亡失し、滅失し、又は毀損

した場合で再交付を申し出たときは、特定小型原動機付自転車運転者講習終了証書再

交付申請書により当該講習受託機関に申請させた上で、当該講習受託機関から証書を

再交付させるものとする。

５ 前２項の場合において、公安委員会は、講習受託機関が交付し、又は再交付した証

書の写しを送付させるものとする。

第13章の４ 自転車運転者講習

（受講命令の基準）

第62条の33 公安委員会は、自転車危険行為をした自転車の運転者であって、当該自転

車危険行為をした日を起算日とする過去３年以内にその他の自転車危険行為をしたも

のについて、更に自転車を運転することが道路における危険を生じさせるおそれがな

いと認める場合を除き、受講命令をするものとする。

（受講命令の決定）

第62条の34 公安委員会は、前条の規定に該当すると認めるときは、当該自転車の運転

者に対し、弁明の機会を付与した上で、受講命令を決定するものとする。

（受講命令）

第62条の35 受講命令は、前条の規定により受講命令の決定を受けた者（次項及び次条

において「被命令者」という。）に対し、自転車運転者講習受講命令書（規則別記様

式第22の11の４。次項及び次条において「受講命令書」という。）及び教示事項を交

付して行うものとする。

２ 被命令者に対し受講命令書を交付したときは、被命令者から、自転車運転者講習受

講命令書受領書（別記様式第20号の23）を徴しておくものとする。

（受講命令の通知等）

第62条の36 公安委員会は、受講命令を決定した場合において、被命令者の住所地が他

の都道府県公安委員会の管轄区域内にあるときは、自転車命令通知書（別記様式第20

号の24）により、当該住所地を管轄する都道府県公安委員会に通知するものとする。

この場合において、他の都道府県公安委員会に受講命令書の交付を依頼する必要があ

るときは、当該受講命令書及び教示事項を添付するものとする。

２ 公安委員会は、他の都道府県公安委員会から、奈良県内に住所を有する被命令者に

対する受講命令書の交付の依頼を受けた場合は、速やかに当該受講命令書を交付する

ものとする。

３ 公安委員会は、他の都道府県公安委員会からの通知により、奈良県内に住所を有す

る被命令者に対して自転車運転者講習を実施する必要があると認めるときは、次条か



ら第62条の40までに定めるところにより取り扱うものとする。

４ 第２項の場合において、受講命令書を交付したときは自転車命令執行通知書（別記

様式第20号の25）により、所在不明等により受講命令書を交付することができなかっ

たときは自転車命令書返送書（別記様式第20号の26）により、当該都道府県公安委員

会に通知し、又は当該受講命令書を返送するものとする。

５ 前条第２項の規定は、前項の場合において、受講命令書を交付したときについて準

用する。

（受講申出の受理）

第62条の37 公安委員会は、自転車運転者講習を受講しようとする者に対し、自転車運

転者講習受講申出書（別記様式第20号の27）を提出させ、本人であることを確認した

上で受理するものとする。

（講習の内容）

第62条の38 自転車運転者講習は、自転車運転者講習の講習科目に関する基準（別表第

14の２）により行うものとする。

（講習の場所）

第62条の39 自転車運転者講習は、警察本部、運転免許センターその他公安委員会が適

当と認めた施設において行うものとする。

（講習修了証書の交付又は再交付）

第62条の40 公安委員会は、自転車運転者講習を終了した者からの申出があったときは、

自転車運転者講習終了証書（別記様式第20号の28。以下この条において「証書」とい

う。）を交付するものとする。

２ 証書の交付を受けた者が、当該証書を亡失し、滅失し、又は毀損した場合で再交付

を申し出たときは、自転車運転者講習終了証書再交付申請書（別記様式第20号の29）

により申請させた上で再交付するものとする。

３ 自転車運転者講習の実施を委託している場合において、当該講習を終了した者から

の申出があったときは、講習受託機関から証書を交付させるものとする。

４ 講習受託機関から証書の交付を受けた者が、当該証書を亡失し、滅失し、又は毀損

した場合で再交付を申し出たときは、自転車運転者講習終了証書再交付申請書により

当該講習受託機関に申請させた上で、当該講習受託機関から証書を再交付させるもの

とする。

５ 前２項の場合において、公安委員会は、講習受託機関が交付し、又は再交付した証

書の写しを送付させるものとする。

第14章 特定任意講習



（講習の対象者）

第63条 特定任意講習は、団体、事業所等の要請に基づき、地域、職域、生活環境、運

転頻度等に照らして、車両の運転に関してほぼ共通の条件下にあると認められる者を

対象に実施するものとする。

（講習の要請）

第64条 公安委員会は、特定任意講習を要請する団体、事業所等に対し、特定任意講習

実施要請書（別記様式第21号）を提出させるものとする。

（受講申請の受理）

第65条 公安委員会は、特定任意講習を受けようとする者に対し、特定任意講習受講申

請書（別記様式第22号）を提出させるとともに、運転免許証等により本人であること

を確認した上で受理するものとする。

（講習の内容）

第66条 特定任意講習は、別表第10に定める更新時講習の講習科目に関する基準のうち、

違反運転者講習について定めたものを準用して行う。

（講習の場所）

第67条 特定任意講習は、公安委員会が適当と認めた施設において行うものとする。

（講習終了証明書の交付又は再交付）

第68条 公安委員会は、特定任意講習を終了した者の申出により、特定任意講習終了証

明書（講習規則別記様式第２号）を交付するものとする。

２ 前項に定める特定任意講習終了証明書の交付を受けた者が、当該証明書を亡失し、

滅失し、又はき損した場合で、再交付を申し出たときは、特定任意講習終了証明書再

交付申請書（別記様式第23号）により再交付するものとする。

第15章 削除

第69から第74条まで 削除

第16章 特定任意高齢者講習

（講習の区分及び対象者）

第75条 特定任意高齢者講習は、第62条の２第１号又は第２号のいずれかに該当する者

を対象に行うものとする。

（受講申請の受理）

第76条 公安委員会又は講習受託機関は、特定任意高齢者講習を受けようとする者に対

し、特定任意高齢者講習受講申請書（別記様式第24号）を提出させるとともに、運転

免許証等により、受講資格を有する本人であることを確認した上で受理するものとす

る。



（講習の内容）

第77条 特定任意高齢者講習は、特定任意高齢者講習の講習科目に関する基準（別表第

15）により行うものとする。

（運転適性検査器材）

第78条 特定任意高齢者講習のうち、運転適性検査器材の使用による診断と指導を行う

ときは、第62条の６各号に規定する器材を使用するものとする。

（学級編成）

第78条の２ 特定任意高齢者講習は、原則として受講者が取得している運転免許の種別

に応じて、講習効果が上がるよう適正な人数で学級を編成して行うものとする。ただ

し、特定任意高齢者講習の科目のうち、共通する科目については、複数の学級を合同

して行うことができるものとする。

（講習の場所）

第79条 特定任意高齢者講習は、運転免許センターその他公安委員会が適当と認めた施

設において行うものとする。

（講習の期日）

第80条 特定任意高齢者講習は、講習対象者の更新期間が満了する日の６月前の日から

更新期間が満了する日までの間で、公安委員会又は講習受託機関が指定する日のうち

講習対象者が希望する日に行うものとする。

（講習終了証明書の交付又は再交付）

第81条 公安委員会は、特定任意高齢者講習を終了した者からの申出により、特定任意

高齢者講習終了証明書（講習規則別記様式第１号）を交付するものとする。

２ 特定任意高齢者講習終了証明書の交付を受けた者が、特定任意高齢者講習終了証明

書を亡失し、滅失し、又はき損した場合で、再交付を申し出たときは、特定任意高齢

者講習終了証明書再交付申請書（別記様式第25号）により再交付するものとする。

第17章 認知機能検査員講習

（講習の対象者）

第82条 認知機能検査員講習は、年齢が21歳以上の者で、認知機能検査員講習の受講を

希望するものを対象に行うものとする。

（受講申請の受理）

第83条 公安委員会は、認知機能検査員講習を受けようとする者に対し、認知機能検査

員講習受講申請書（別記様式第26号）を提出させ、運転免許証等により本人であるこ

とを確認した上で受理するものとする。この場合において、講習規則第７条第２項第

４号に掲げる者（高齢者講習に係る講習以外のものを終了した者を除く。）について



は、同号に規定する講習を終了したことを証する書面等により、同号に該当する者で

あるか否かを確認するものとする。

（講習の内容）

第84条 認知機能検査員講習は、認知機能検査員講習の基準（別表第16）により行うも

のとする。

（講習の場所）

第85条 認知機能検査員講習は、運転免許センターその他公安委員会が指定する施設に

おいて行うものとする。

（終了証の交付）

第86条 公安委員会は、認知機能検査員講習を終了した者に対し、終了証（別記様式第

27号）を交付するものとする。

第18章 補則

（警察本部長への委任）

第87条 この規程に定めるもののほか、運転者等の講習に関して必要な事項は、警察本

部長が定める。

附 則

（施行期日）

１ この規程は、道路交通法の一部を改正する法律（平成元年法律第90号。以下「改正

法」という。）の施行の日（平成２年９月１日）から施行する。

（経過措置）

２ この規程の施行前にした改正前の運転者等の講習に関する規程（以下「旧規程」と

いう。）の規定による公安委員会の講習委託及び講習指導員の承認は、改正後の運転

者等の講習に関する規程の規定により行ったものとみなす。

３ 改正法附則第３項の規定によりなおその効力を有するものとされる改正法による改

正前の道路交通法第108条の２第１項第１号に規定する講習に係る旧規程第７条から

第14条までの規定は、なおその効力を有する。

附 則 （平成４年５月22日公委規程第４号）

この規程は、公布の日から施行する。

附 則 （平成４年10月８日公委規程第７号）

この規程は、道路交通法の一部を改正する法律（平成４年法律第43号）の施行の日（

平成４年11月１日）から施行する。

附 則 （平成５年６月17日公委規程第２号）

この規程は、平成５年７月１日から施行する。



附 則 （平成７年６月15日公委規程第２号）

この規程は、平成７年６月19日から施行する。

附 則 （平成８年３月29日公委規程第３号）

この規程は、平成８年４月１日から施行する。

附 則 （平成８年10月３日公委規程第５号）

（施行期日）

１ この規程は、平成８年10月３日から施行する。

（経過措置）

２ この規程施行の際、この規程による改正前の運転者等の講習に関する規程の規定に

基づき作成された様式の用紙で、現に残存するものは、必要な改定を加えた上、なお

当分の間使用することができる。

附 則 （平成10年９月29日公委規程第６号）

この規程は、平成10年10月１日から施行する。

附 則 （平成11年10月14日公委規程第２号）

この規程は、平成11年11月１日から施行する。

附 則 （平成11年12月20日公委規程第３号）

この規程は、平成11年12月20日から施行する。

附 則 （平成12年３月30日公委規程第２号）

この規程は、平成12年４月１日から施行する。

附 則 （平成12年10月５日公委規程第５号）

この規程は、平成12年10月５日から施行する。

附 則 （平成13年３月１日公委規程第２号）

この規程は、平成13年４月１日から施行する。

附 則 （平成13年３月22日公委規程第３号）

この規程は、平成13年３月26日から施行する。

附 則 （平成13年４月26日公委規程第４号）

（施行期日）

１ この規程は、平成13年７月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規程による改正後の様式の用紙は、この規程の施行の日以後に運転免許証の更

新手続を行うことができる者に対して送付する書面について適用する。

附 則 （平成14年５月30日公委規程第５号）

（施行期日）



１ この規程は、道路交通法の一部を改正する法律（平成13年法律第51号。以下「改正

法」という。）の施行の日（平成14年６月１日）から施行する。

（経過措置）

２ 改正法附則第２条の規定によりなおその効力を有するものとされる改正法による改

正前の道路交通法第108条の２第１項第11号及び第12号に規定する講習に係る旧規程

第58条から第62条の10までの規定は、なおその効力を有する。

附 則 （平成16年３月25日公委規程第１号）

この規程は、平成16年４月１日から施行する。

附 則 （平成16年10月25日公委規程第３号）

（施行期日）

１ この規程は、平成16年10月25日から施行する。

（経過措置）

２ この規程の施行の際、この規程による改正前の運転者等の講習に関する規程の規定

に基づき作成された様式の用紙で、現に残存するものは、必要な改定を加えた上、な

お当分の間使用することができる。

附 則 （平成17年６月30日公委規程第３号）

この規程は、平成17年７月１日から施行する。

附 則 （平成19年３月30日公委規程第２号）

（施行期日）

１ この規程は、平成19年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規程の施行の際、現に行う高齢者講習の通知は、この規程による改正後の第62

条の３の規定にかかわらず、この規程の施行の日から90日間は、この規程による改正

前の運転者等の講習に関する規程第62条の３の規定により高齢者講習の通知を行うこ

とができる。

附 則 （平成19年６月１日公委規程第６号）

（施行期日）

１ この規程は、平成19年６月２日から施行する。

（経過措置）

２ この規程による改正前の規程により作成された様式の用紙で、現に残存するものに

ついては、必要な改定を加えた上、当分の間、なお使用することができる。

附 則 （平成20年７月25日公委規程第７号）

この規程は、平成20年７月25日から施行する。



附 則 （平成21年５月29日公委規程第２号）

（施行期日）

１ この規程は、平成21年６月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規程の施行の際、現にこの規程による改正前の運転者等の講習に関する規程第

４条の規定により承認を受けた高齢者講習の指導員（以下「高齢者講習指導員」とい

う。）のうち、運転免許に係る講習に関する規則及び運転免許取得者の認定教育に関

する規則の一部を改正する国家公安委員会規則（平成21年国家公安委員会規則第４号

）附則第５項に規定するもの（公安委員会が指定する研修として補充講習（自動車安

全運転センターが実施する高齢者講習指導員補充講習をいう。この項において同じ。

）又は伝達補充講習（補充講習を受講した高齢者講習指導員が、当該受講した補充講

習の内容を伝達することにより実施する講習をいう。）を受けた者をいう。）につい

ては、改正後の運転者等の講習に関する規程第４条の規定による承認を受けたものと

みなす。

附 則 （平成22年２月26日公委規程第１号）

（施行期日）

１ この規程は、平成22年２月26日から施行する。

（経過措置）

２ この規程による改正前の規程により作成された様式の用紙で、現に残存するものに

ついては、必要な改定を加えた上、当分の間、なお使用することができる。

附 則 （平成25年３月28日公委規程第１号）

この規程は、平成25年４月１日から施行する。

附 則 （平成25年８月22日公委規程第６号）

（施行期日）

１ この規程は、平成25年９月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規程による改正前の運転者等の講習に関する規程及び運転免許の行政処分事務

取扱規程により作成された様式の用紙で、現に残存するものについては、必要な改定

を加えた上、当分の間、なお使用することができる。

附 則 （平成25年10月31日公委規程第７号）

この規程は、平成25年11月１日から施行する。

附 則 （平成26年５月30日公委規程第２号）

（施行期日）



１ この規程は、平成26年５月30日から施行し、平成26年５月20日から適用する。

（経過措置）

２ この規程による改正前の運転者等の講習に関する規程及び運転免許の行政処分事務

取扱規程により作成された様式の用紙で、現に残存するものについては、必要な改定

を加えた上、当分の間、なお使用することができる。

附 則 （平成26年６月５日公委規程第４号）

この規程は、平成26年６月５日から施行し、平成26年６月１日から適用する。

附 則 （平成27年５月21日公委規程第３号）

この規程は、平成27年６月１日から施行する。

附 則 （平成28年３月31日公委規程第３号）

この規程は、平成28年４月１日から施行する。

附 則 （平成29年３月３日公委規程第１号）

この規程は、平成29年３月12日から施行する。

附 則 （平成30年3月27日公委規程第3号）

この規程は、平成30年4月1日から施行する。

附 則 （平成31年４月26日公委規程第３号）

（施行期日）

１ この規程は、天皇の退位等に関する皇室典範特例法（平成29年法律第63号）の施行

の日（平成31年４月30日）の翌日から施行する。

（経過措置）

２ この規程による改正前の規程により作成された様式の用紙で、現に残存するものに

ついては、必要な改定を加えた上、当分の間、なお使用することができる。

附 則 （令和元年６月28日公委規程第４号）

（施行期日）

１ この規程は、令和元年７月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規程による改正前の規程により作成された様式の用紙で、現に残存するものに

ついては、当分の間、なお使用することができる。

附 則 （令和２年２月25日公委規程第１号）

この規程は、令和２年３月６日から施行する。

附 則 （令和３年１月22日公委規程第１号）

（施行期日）

１ この規程は、令和３年１月22日から施行する。



（経過措置）

２ この規程による改正前の様式（次項において「旧様式」という。）により使用され

ている書類は、当分の間、この規程による改正後の様式によるものとみなす。

３ 旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕って使用することができる。

附 則 （令和３年12月24日公委規程第４号）

この規程は、令和４年１月４日から施行する。

附 則 （令和４年３月24日公委規程第２号）

この規程は、令和４年３月25日から施行する。

附 則 （令和４年５月13日公委規程第３号）

この規程は、令和４年５月13日から施行する。

附 則 （令和５年６月30日公委規程第４号）

（施行期日）

１ この規程は、令和５年７月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規程による改正前の運転者等の講習に関する規程又は運転免許の行政処分事務

取扱規程により作成された様式の用紙で、現に残存するものについては、必要な改定

を加えた上、当分の間、なお使用することができる。



別表第１（第11条関係）

安全運転管理者等講習の講習科目に関する基準

講習科目 講 習 細 目 講習時間

１ 道路交通の (1) 自動車の保有台数、運転免許人口等の現状 40分

現状及び交通 (2) 交通事故、渋滞、公害その他交通障害の状況

～

事故の実態 (3) 交通規制の状況及び交通安全施設の整備状況 60分

(4) 交通事故の特徴及びその原因分析

（特に運転者側の原因）

(5) 重大事故の実例

２ 法令の知識 (1) 道路交通法令 60分

ア 安全運転管理者制度

～

イ 使用者及び安全運転管理者等の責任及び義務 90分

ウ 運転者の遵守すべき事項

エ 自動車の使用制限処分制度

(2) 道路運送車両関係法令

ア 車両の保安基準

イ 車両の点検、整備及び検査

(3) 自動車の保管場所の確保等に関する法律

ア 車庫の確保

イ 違法駐車の防止

(4) 車両制限令

ア 車両の幅、重量等の最高限度

イ 路肩通行その他通行方法の制限

(5) その他交通事故と関連のある法令

交通事故を起こした場合の刑事上、民事上及び

行政上の責任

３ 安全運転の (1) 安全運転の生理 120分

ための知識 ア 視覚の特性

～

イ 過労等の要因及び影響 180分

ウ アルコール、薬等の影響

(2) 運転上の性格適正

ア 事故に結びつきやすい性格



イ 事故者の心理的特性

(3) 自然の法則

(4) 歩行者の保護のための運転方法

(5) 危険な場面の走行

(6) 飲酒運転、過労運転等の危険性

(7) 高速道路における走行上の注意

ア 車両の点検、整備

イ 積荷の点検

ウ 停止表示板の携帯

エ 制限速度の厳守及び車間距離の保持

(8) 事故及び故障時の措置

４ 安全運転管 (1) 安全運転管理及び企業の社会的責任 120分

理についての ア 安全運転管理の意義及び目的

～

心構えと方法 イ 安全運転に対する企業責任 180分

ウ 安全運転管理のための条件づくり

(2) 運行の管理

ア 運行計画の作成

イ 運行の割当て

ウ 運行状況のは握

エ 異常気象時等の措置

オ 危険物等運送時の措置

(3) 車両の管理

ア 車両使用規程の制定

イ 車両の点検整備

ウ 車両の使用状況のは握

(4) 運転者の管理

ア 勤務時間、運転時間の適正化

イ 点呼、運行前点検等

ウ 休養、厚生その他職場環境の整備

エ 運転者個々の運転適性のは握と適正配置

(5) 運転者の指導教育

ア 教育訓練の計画

イ 教育訓練の方法及び内容



ウ 教育訓練の効果測定及びその利用

(6) 事故発生時の措置

(7) 事故防止対策

ア 事故原因の究明

イ 事故防止対策の検討

ウ 管理体制の整備

(8) 自主的な安全運転管理対策

ア 表彰制度

イ マイカークラブの結成

５ 交通事故と (1) 交通事故に対する企業責任 90分

賠償 ア 交通事故に対する企業の民事責任

～

イ 企業責任の具体的内容 120分

(2) 損害賠償責任の意義、根拠及び内容

(3) 自賠責保険制度の仕組み

(4) 任意自動車保険制度の仕組み

(5) 民事責任事例

注 安全運転管理者等講習の科目及び時間は、講習を受ける者の資格要件に

応じて上表から計画すること。



別表第２（第16条関係）
取消処分者講習の講習科目及び時間割等に関する基準

１ 四輪車

日 講習科目 講 習 細 目 留 意 事 項 時 間 形 式 担当者 資器材の装備 備 考

第１日 運転適性検査 開講 講習の目的とその日程について簡 60分 全員 １人 運転適性検査用 受講者９人以内
運転適性検査 単に説明し、直ちに、運転適性検査 紙 受講者全員に対し補助

を実施する。自分の力を出し切るよ 者１人
う指導する。 １グループ３人

補助者は、運転適性検
査を補助する。

導入 (1) 講習目的と 明るく率直な雰囲気を作り、何を 60分 ｸﾞﾙｰﾌﾟ 受講者 担当者は、同じグルー
方法の説明 話してもよいという気持ちを抱くよ (３人) ３人に プを引き続き担当す

(2) 講師及び受 う仕向ける。 別 つき、 る。
講者の自己紹 受講者の日頃の利用車種、車歴等 担当者 補助者１人
介 を話させることで、寡黙の時間が続 １人 補助者は、運転適性検

かないようにする。 査を採点し、診断票を
作成する。

性格と運転の 視聴覚教材に 自らの弱点を冷静に見つめる必要 60分 全員 １人 視聴覚教材 補助者１人
概説 より性格特徴が があることを気付かせるような内容

運転の仕方に表 のものとする。
れる可能性のあ 運転適性検査結果に結び付け、安
ることを示唆す 全な運転の在り方について指導す
る。 る。

適性診断結果 運転適性診断 自らの運転の仕方を反省する必要 120分 個別的
による指導・ 書を受講者に渡 のあることを気付かせ、弱点が車の 指導
助言 し、それを見な 動きに表れないようにするためには

がら運転時の危 どうしたらよいかを考えさせる。
険と直結しやす そして、できるだけ処分事由とな
い弱点を指摘し、 った事故、違反と適性検査結果とを
事故を起こしや 結び付けて考えるように示唆する。
すい要素が自ら 最後に、安全運転実行のためのこ
の中にあること つを助言する。
を、それとなく
気付かせるよう
に仕向ける。

運転技能の診 (1) 診断のねら 運転時の危険な癖を指摘し、それ 120分 ｸﾞﾙｰﾌﾟ 受講者 自動車 受講後取得しようとす



断 いと心構え が今後の運転に表れないようにする (３人) ３人に る免許に対応する自動
(2) 道路又はコ ための方法を具体的に考えさせる。 別 つき、 車等によって行う。
ースでの技能 その技術を助言する。 担当者 仮免を有する者…道路
診断 １人 仮免のない者…コース

(3) チェックリ 受講者全員に対し補助
ストによる長 者１人
所、短所の説
明

(4) 適性診断結
果と照合した
運転特徴の説
明

第２日 危険予知運転 運転席から見 運転席からの死角に対する気配り 60分 全員 １人 視聴覚教材 補助者１人
の解説 えない部分に対 の必要性を強調して、突発的な事態

する警戒心を高 の変化を想定しながら、慎重に運転
めるための方策 する必要性を知らせる。
を考えさせる。

道路又はコー 運転技能と同 車の動きが昨日と変わらず乱暴で 150分 ｸﾞﾙｰﾌﾟ 受講者 自動車 受講者全員に対し補助
スでの技能診 じメンバーで同 あれば、状況に応じた早めの減速が (３人) ３人に 者１人
断 じ講習路を走る。 実行されていないことを指摘する。 別 つき、

走行前の助言は、 場合によっては、同じ講習路をも 担当者
次のとおり。 う１度走らせる。 １人
(1) できるだけ 受講者の運転について、１人ずつ
広い範囲をみ 昨日の運転と比較してどこが改善さ
ること。 れているかを講評する。

(2) 駐停車車両 なお、この際アンケートをとり、
の陰、小交差 他のメンバーの運転に対する感想を
道路などから 記載させるようにすれば、この訓練
の飛び出しに の効用の度合いを把握できることに
警戒を強める なる。
こと。

(3) 歩行者、自
転車等に不安
を感じたとき
は、減速する
ことを考えて
運転すること。

安全運転実行 (1) 適性・技能 適性・技能診断書を見せながら指 90分 個別的
のための指導 診断書から何 導する。 指導
・助言 が危険かを示 自らの長所・短所を冷静に見つ



唆する。 め、短所が車の動きとして表れない
(2) 道路又はコ ように、刻々と変化する運転時の自
ースでの訓練 らの心の動きを抑制する必要があ
結果から改善 る。
されたものと、 事故を起こしたくない気持ちを、
まだ今後気を このように、車の動きとして表現す
付けるべき事 る必要があることを強調し、指導す
柄を指摘する。 る。

(3) 危険予知運 飲酒ゴーグルを活用して、飲酒に
転の大切さを よる視覚機能の変化を擬似体験させ
改めて気付か る。
せる。

(4) 社会の中の
自分、ルール、
マナーの在り
方を理解させ
る。

講習から得ら 何が得られたか 質疑応答により、担当者が受講者 60分 全員 １人 補助者１人
れるものは何 を中心議題とし の発言を促しながら進める。進め方
か て、受講者の心 の形式にこだわりなく、次のような

に残るもの、講 結論に導く。
習に対する印象 (1) 運転の改善は、一気にできるも
の大略を把握す のではない。毎日を訓練のつもり
る。運転時の意 でする。
識の在り方の大 (2) 受講内容を時々思い浮かべなが
切さが理解され ら運転する。
ていればよい。 (3) 状況の変化には、一呼吸早めの

減速で応じる。
(4) 先急ぎの気持ち、わがままさ、
横着さを刻々と抑えなければ、ブ
レーキの活用ができない。
受講者の心に残ったもの、受講後

の改善意欲を感想文にまとめさせ
る。
嫌々ながら受講しているうちに、

何かに気付き、受講して良かったと
いう気持ちを抱いている可能性があ
る。このような気持ちを大事にしな
がら講習を終了させる。

備考 休憩時間は、講習時間以外に適当な時間を設けること。



２ 二輪車（原付車を含む。）

日 講習科目 講 習 細 目 留 意 事 項 時 間 形 式 担当者 資器材の装備 備 考

第１日 運転適性検査 開講 講習の目的とその日程について簡 60分 全員 １人 運転適性検査用 受講者９人以内
運転適性検査 単に説明し、直ちに、運転適性検査 紙 受講者全員に対し補助

を実施する。自分の力を出し切るよ 者１人
う指導する。 １グループ３人

補助者は、運転適性検
査を補助する。

導入 (1) 講習目的と 明るく率直な雰囲気を作り、何を 60分 ｸﾞﾙｰﾌﾟ 受講者 担当者は、同じグルー
方法の説明 話してもよいという気持ちを抱くよ (３人) ３人に プを引き続き担当す

(2) 講師及び受 う仕向ける。 別 つき、 る。
講者の自己紹 受講者の日頃の利用車種、車歴等 担当者 補助者１人
介 を話させることで、寡黙の時間が続 １人 補助者は、運転適性検

かないようにする。 査を採点し、診断票を
作成する。

運転技能の診 (1) 診断のねら ① 日常点検・取り回し 60分 ｸﾞﾙｰﾌﾟ 受講者 大型自動二輪車 車両は、受講者１名に
断（１－１） いと心構え ② 慣熟走行 (３人) ３人に 普通自動二輪車 １台

(2) コースでの ③ 目標制動 別 つき、 原動機付自転車 補助者１人
技能診断 ④ コーナリング 担当者 課題は、①及び②のほ

(3) チェックリ ⑤ スラローム １人 か③～⑧のうち数課題
ストの作成 ⑥ ８の字旋回 を指定して実施する。

⑦ 緊急制動 担当者の診断方法は定
⑧ 緊急回避 置式とする。
コースにおいて示した課題を行わ 慣熟走行は補助者の先

せることにより、二輪車の危険性は 導で集団走行させ、最
運転行動と密接な関係があることを 初の２周は極低速で走
理解させる。 行し状況を見ながら順
その者の特性を把握し、診断票を 次速度を上げる。

作成する。

性格と運転の 視聴覚教材に 自らの弱点を冷静に見つめる必要 60分 全員 １人 視聴覚教材 補助者１人
概説 より性格特徴が のあることを気付かせるような内容

運転の仕方に表 のものとする。
れる可能性のあ 把握した診断結果及び運転適性検
ることを示唆す 査結果を結び付け、安全な運転の在
る。 り方について指導する。

運転技能の診 (1) コースでの 前回の技能診断と同じ課題により 60分 ｸﾞﾙｰﾌﾟ 受講者 大型自動二輪車 補助者１人
断（１－２） 技能診断 再び行わせ、改善されていない点や (３人) ３人に 普通自動二輪車 担当者の診断方法は定



(2) チェックリ 運転時の危険な癖を指摘して、それ 別 つき、 原動機付自転車 置式とする。
ストによる長 が今後の運転に表れないようにする 担当者 慣熟走行は集団走行さ
所、短所の説 ための方法を具体的に考えさせる。 １人 せ、補助者が先導す
明 その技術を助言する。 る。

(3) 適性診断結
果と照合した
運転特徴の説
明

適性・技能診 運転適性診断 技能診断の体験をもとに、二輪車 120分 個別的
断結果による 結果及び技能診 の動きが運転者や速度によってどう 指導
指導・助言 断結果に基づき、 違うか、これまでの思い込みとの相

運転時の危険と 違点を話させ、気付かせる。互いの
直結しやすい弱 運転の違いを比較させ、処分事由と
点を指摘し、事 なった事故、違反と適性検査結果を
故を起こしやす 結び付けて考えるよう示唆し、どう
い要素が自らの することが大事かを考えさせる。
中にもあること 第２日目の受講を考え、押しつけ
をそれとなく気 る指導ではなく、希望を持たせる配
付かされるよう 慮が必要。
に仕向ける。

第２日 運転技能の診 課題実施前の はじめに、技能運転の診断１－１ 150分 ｸﾞﾙｰﾌﾟ 受講者 大型自動二輪車 補助者１人
断(2) 助言は、次のと と同じ慣熟走行を実施し、昨日の技 (３人) ３人に 普通自動二輪車 実施方法は、運転技能

おりである。 能診断による指導が生かされている 別 つき、 原動機付自転車 の診断１－１に同じ。
(1) できるだけ かを確認チェックする。車の動きが 担当者
広い範囲を見 昨日と変わらず乱暴であれば、状況 １人
ること。 に応じた早めの減速が実行されてい

(2) 駐停車車両 ないことを指摘する。場合によって
の陰、小交差 は、同じコースを、もう１度走らせ
道路などから る。
の飛び出しに そして、技能運転の診断１－１と
警戒を強める 同じ課題を行い、受講者の運転につ
こと。 いて１人ずつ、二輪車に危険性は運

(3) 歩行者、自 転行動と密接な関係があることを理
転車などに不 解させるため、昨日の運転と比較し
安を感じたと て、どこが改善されているかを講評
きは、減速す する。
ることを考え なお、この際アンケートをとり、
て運転するこ 他のメンバーの運転に対する感想を
と。 記載させるようにすれば、この訓練

(4) 二輪車の特 の度合いを把握できることになる。
性に応じた走



行をすること。

危険予知運転 運転席から見 画像を見て、何が問題かを相互に 60分 全員 １人 視聴覚教材
の解説 えない部分に対 話し合わせる。二輪、四輪の運転席

する警戒心を高 からの死角に対する注意、突発的な
めるための方策 事態の変化を各人の経験に照らし話
を考えさせる。 させ、安全運転の必要性、対処法を

認識させる。

安全運転実行 (1) 適性・技能 適性・技能診断書を見せながら指 90分 個別的
のための指導 診断書から何 導する。 指導
・助言 が危険かを示 自らの長所・短所を冷静に見つ

唆する。 め、短所が車の動きとして表れない
(2) コースでの ように、刻々と変化する運転時の自
訓練結果から らの心の動きを抑制する必要があ
改善されたも る。
のと、まだ今 事故を起こしたくない気持ちを、
後気を付ける このように、車の動きとして表現す
べき事柄を指 る必要があることを強調し、指導す
摘する。 る。

(3) 危険予知運 飲酒ゴーグルを活用して、飲酒に
転の大切さを よる視覚機能の変化を疑似体験させ
改めて気付か る。
せる。

(4) 社会の中の
自分､ルール､
マナーの在り
方を理解させ
る。

講習から得ら 何が得られた 質疑応答により、担当者が受講者 60分 全員 １人 補助者１人
れるものは何 かを中心課題と の発言を促しながら進める。進め方
か して、受講者の の形式にこだわりなく、次のような

心に残るもの、 結論に導く。
講習に対する印 (1) 運転の改善は、一気にできるも
象の大略を把握 のではない。毎日を訓練のつもり
する。運転時の でする。
意識の在り方の (2) 受講内容を時々思い浮かべなが
大切さが理解さ ら運転する。
れていればよい。 (3) 状況の変化には、一呼吸早めの

減速で応じる。
(4) 先急ぎの気持ち、わがままさ、
横着さを刻々と抑えなければ、ブ



レーキの活用ができないこと。
受講者の心に残ったもの、受講後

の改善意欲を感想文にまとめさせる。
嫌々ながら受講しているうちに、

何かに気付き、受講して良かったと
いう気持ちを抱いている可能性があ
る。このような気持ちを大事にしな
がら講習を終了させる。

備考 休憩時間は、講習時間以外に適当な時間を設けること。

別表第２の２（第16条関係）
飲酒取消講習の講習科目及び時間割等に関する基準
１ 四輪車

日 講習科目 講 習 細 目 留 意 事 項 時 間 形 式 担当者 資器材の装備 備 考

第１日 呼気検査 開講 講習の目的とその日程について簡 70分 全員 １人 アルコールチェ 受講者９人以内
運転適性検査 呼気検査 単に説明し、直ちに、呼気検査及び ッカー（アルコ 受講者全員に対し補助

運転適性検査 運転適性検査を実施する。運転適性 ール検知器） 者１人
検査では、自分の力を出し切るよう 運転適性検査用 １グループ３人
指導する。 紙 補助者は、運転適性検

査を補助する。

導入 (1) 講習目的と 明るく率直な雰囲気を作り、何を 40分 ｸﾞﾙｰﾌﾟ 受講者 担当者は、同じグルー
方法の説明 話してもよいという気持ちを抱くよ (３人) ３人に プを引き続き担当す

(2) 講師及び受 う仕向ける。 別 つき、 る。
講者の自己紹 受講者の日頃の利用車種、車歴等 担当者 補助者１人
介 を話させることで、寡黙の時間が続 １人 補助者は、運転適性検

かないようにする。 査を採点し、診断票を
作成する。

性格と運転の 視聴覚教材に 自らの弱点を冷静に見つめる必要 60分 全員 １人 視聴覚教材 補助者１人
概説 より性格特徴が があることを気付かせるような内容

運転の仕方に表 のものとする。
れる可能性のあ 運転適性検査結果に結び付け、安
ることを示唆す 全な運転の在り方について指導す
る。 る。

運転技能の診 (1) 診断のねら 運転時の危険な癖を指摘し、それ 90分 グルー 受講者 自動車 受講後取得しようとす
断 いと心構え が今後の運転に表れないようにする プ（３ ３人に る免許に対応する自動

(2) 道路又はコ ための方法を具体的に考えさせる。 人）別 つき、 車によって行う。
ースでの技能 その技術を助言する。 担当者 仮免を有する者…道路



診断 １人 仮免のない者…コース
(3) チェックリ 受講者全員に対し補助
ストによる長 者１人
所、短所の説
明

(4) 適性診断結
果と照合した
運転特徴の説
明

適性診断結果 運転適性診断 自らの運転の仕方を反省する必要 60分 個別的
による指導・ 書を受講者に渡 のあることを気付かせ、弱点が車の 指導
助言 し、それを見な 動きに表れないようにするためには

がら運転時の危 どうしたらよいかを考えさせる。
険と直結しやす そして、できるだけ処分事由とな
い弱点を指摘し、 った事故、違反と適性検査結果とを
事故を起こしや 結び付けて考えるように示唆する。
すい要素が自ら 最後に、安全運転実行のためのこ
の中にあること つを助言する。
を、それとなく
気付かせるよう
に仕向ける。

アルコールス アルコールス アルコールスクリーニングテスト 10分 全員 １人 AUDIT検査用紙
クリーニング クリーニングテ (AUDIT)を行わせ、自らのアルコー
テスト スト（AUDIT） ル依存の程度を自覚させる。

を行わせる。

ブリーフ・イ アルコールス 自らのアルコール依存の程度を自 90分 個別的 受講者 ワークブック
ンターベンシ クリーニングテ 覚させ、飲酒行動の改善を促すよう 指導 ３人に
ョン① スト（AUDIT） 指導する。 つき、

の結果に基づく ワークブックの記載方法を説明 担当者
指導を行う。 し、問題飲酒行動及び飲酒運転抑止 １人
ワークブック のための目標設定を行わせるととも

を記載させる。 に、講習期間中の飲酒量の変化や目
標の達成状況について記録させる。

第２日 呼気検査 呼気検査 呼気検査を実施する。 10分 全員 １人 呼気検査機器

危険予知運転 運転席から見 運転席からの死角に対する気配り 60分 全員 １人 視聴覚教材 補助者１人
の解説 えない部分に対 の必要性を強調して、突発的な事態

する警戒心を高 の変化を想定しながら、慎重に運転
めるための方策 する必要性を知らせる。



を考えさせる。

道路又はコー 運転技能の診 車の動きが第1日目と変わらず乱 60分 グルー 受講者 自動車
スでの技能診 断と同じメンバ 暴であれば、状況に応じた早めの減 プ（３ ３人に
断 ーで同じ講習路 速が実行されていないことを指摘す 人）別 つき、

を走る。走行前 る。場合によっては、同じコースを 担当者
の助言は、次の もう1度走らせる。 １人
とおり。 受講者の運転について、1人ずつ
(1) できるだけ 第1日目の運転と比較してどこが改
広い範囲を見 善されているかを講評する。
ること。 なお、この際アンケートをとり、

(2) 駐停車車両 他のメンバーの運転に対する感想を
の陰、小交差 記載させるようにすれば、この訓練
道路などから の効用の度合いを把握できることに
の飛び出しに なる。
警戒を強める
こと。

(3) 歩行者、自
転車等に不安
を感じたとき
は、減速する
ことを考えて
運転すること。

安全運転実行 (1) 適性・技能 適性・技能診断書を見せながら指 60分 個別的
のための指導 診断書から何 導する。 指導
・助言 が危険かを示 自らの長所・短所を冷静に見つ

唆する。 め、短所が車の動きとして表れない
(2) 道路又はコ ように、刻々と変化する運転時の自
ースでの訓練 らの心の動きを抑制する必要があ
結果から改善 る。
されたものと、 事故を起こしたくない気持ちを、
まだ今後気を このように、車の動きとして表現す
付けるべき事 る必要があることを強調し、指導す
柄を指摘する。 る。

(3) 危険予知運
転の大切さを
改めて気付か
せる。

(4) 社会の中の
自分、ルール、
マナーの在り
方を理解させ



る。

ブリーフ・イ ワークブック ブリーフ・インターベンション① 60分 個別的 受講者 ワークブック
ンターベンシ （日記）の記載 で設定した目標の達成状況や飲酒量 指導 ３人に
ョン② 内容の確認及び の変化を確認し、個々人ごとに飲酒 つき、

目標の達成状況 行動や運転行動の改善について指導 担当者
の確認 する。 １人

ディスカッシ 飲酒運転をテ 自らの飲酒運転経験を発表させ、 50分 討議形 受講者 ディスカッショ 補助者１人
ョン ーマとしたディ 飲酒運転を行ってしまった理由や今 式 ６人以 ン資料

スカッションを 後、飲酒運転を行わないための方策 下につ
行い、飲酒運転 等について議論させ、飲酒運転に対 き、担
の危険性・悪質 する問題意識をもたせるよう、指導 当者１
性を理解させる。 する。 人

講習から得ら 何が得られた 質疑応答により、担当者が受講者 60分 全員 １人 補助者１人
れるものは何 かを中心課題と の発言を促しながら進める。進め方
か して、受講者の の形式にこだわりなく、次のような

心に残るもの、 結論に導く。
講習に対する印 (1) 運転の改善は、一気にできるも
象の大略を把握 のではない。毎日を訓練のつもり
する。運転時の でする。
意識の在り方の (2) 受講内容を時々思い浮かべなが
大切さが理解さ ら運転する。
れていればよい。 (3) 状況の変化には、一呼吸早めの

減速で応じる。
(4) 先急ぎの気持ち、わがままさ、
横着さを刻々と抑えなければ、ブ
レーキの活用ができない。
受講者の心に残ったもの、受講後

の改善意欲を感想文にまとめさせる。
嫌々ながら受講しているうちに、

何かに気付き、受講して良かったと
いう気持ちを抱いている可能性があ
る。このような気持ちを大事にしな
がら講習を終了させる。

備考
１ 休憩時間は、講習時間以外に適当な時間を設けること。
２ アルコールスクリーニングテスト(AUDIT)とは、WHO(世界保健機関)が開発した、飲酒問題の程度を調べるテストをいう。
３ ブリーフ・インターベンションとは、自らのアルコール依存の程度を自覚させ、飲酒行動の改善を促すとともに、問題飲酒行動及び
飲酒運転抑止のための目標設定を行わせるなどの短時間のカウンセリングをいう。



２ 二輪車（原付車を含む。）

日 講習科目 講 習 細 目 留 意 事 項 時 間 形 式 担当者 資器材の装備 備 考

第１日 呼気検査 開講 講習の目的とその日程について簡 70分 全員 １人 アルコールチェ 受講者９人以内
運転適性検査 呼気検査 単に説明し、直ちに、呼気検査及び ッカー（アルコ 受講者全員に対し補助

運転適性検査 運転適性検査を実施する。運転適性 ール検知器） 者１人
検査では、自分の力を出し切るよう 運転適性検査用 １グループ３人
指導する。 紙 補助者は、運転適性検

査を補助する。

導入 (1) 講習目的と 明るく率直な雰囲気を作り、何を 40分 ｸﾞﾙｰﾌﾟ 講者３ 担当者は、同じｸﾞﾙｰﾌﾟ
方法の説明 話してもよいという気持ちを抱くよ (３人) 人につ を引き続き担当する。

(2) 講師及び受 う仕向ける。 別 き、担 補助者１人
講者の自己紹 受講者の日頃の利用車種、車歴等 当者１ 補助者は、運転適性検
介 を話させることで、寡黙の時間が続 人 査を採点し、診断票を

かないようにする。 作成する。

性格と運転の 視聴覚教材に 自らの弱点を冷静に見つめる必要 60分 全員 １人 視聴覚教材 補助者１人
概説 より性格特徴が のあることを気付かせるような内容

運転の仕方に表 のものとする。
れる可能性のあ 把握した診断結果及び運転適性検
ることを示唆す 査結果を結び付け、安全な運転の在
る。 り方について指導する。

運転技能の診 (1) 診断のねら ① 日常点検・取り回し 90分 グルー 受講者 大型自動二輪車 車両は、受講者１名に
断（１） いと心構え ② 慣熟走行 プ（３ ３人に 普通自動二輪車 １台

(2) コースでの ③ 目標制動 人）別 つき、 原動機付自転車 補助者1人
技能診断 ④ コーナリング 担当者 課題は、①及び②のほ

(3) チェックリ ⑤ スラローム １人 か③～⑧のうち数課題
ストの作成 ⑥ ８の字旋回 を指定して実施する。

⑦ 緊急制動 担当者の診断方法は定
⑧ 緊急回避 置式とする。
コースにおいて示した課題を行わ 慣熟走行は補助者の先

せることにより、二輪車の危険性は 導で集団走行させ、最
運転行動と密接な関係があることを 初の２周は極低速で走
理解させる。 行し状況を見ながら順
その者の特性を把握し、診断票を 次速度を上げる。

作成する。

適性・技能診 運転適性診断 技能診断の体験をもとに、二輪車 60分 個別的
断結果による 結果及び技能診 の動きが運転者や速度によってどう 指導
指導・助言 断結果に基づき、 違うか、これまでの思い込みとの相



運転時の危険と 違点を話させ、気付かせる。互いの
直結しやすい弱 運転の違いを比較させ、処分事由と
点を指摘し、事 なった事故、違反と適性検査結果を
故を起こしやす 結び付けて考えるよう示唆し、どう
い要素が自らの することが大事かを考えさせる。
中にもあること 第２日目の受講を考え、押しつけ
をそれとなく気 る指導ではなく、希望を持たせる配
付かせるように 慮が必要。
仕向ける。

アルコールス アルコールス アルコールスクリーニングテスト 10分 全員 １人 AUDIT検査用紙
クリーニング クリーニングテ (AUDIT)を行わせ、自らのアルコー
テスト スト(AUDIT)を ルの依存度を自覚させる。

行わせる。

ブリーフ・イ アルコールス 自らのアルコール依存の程度を自 90分 個別的 受講者 ワークブック
ンターベンシ クリーニングテ 覚させ、飲酒行動の改善を促すよう 指導 ３人に
ョン① スト(AUDIT)の 指導する。 つき、

結果に基づく指 ワークブックの記載方法を説明 担当者
導を行う。 し、問題飲酒行動及び飲酒運転抑止 １人
ワークブック のための目標設定を行わせるととも

を記載させる。 に、講習期間中の飲酒量の変化や目
標の達成状況について記録させる。

第２日 呼気検査 呼気検査 呼気検査を実施する。 10分 全員 １人 呼気検査機器

危険予知運転 運転席から見 画像を見て、何が問題かを相互に 60分 全員 １人 視聴覚教材
の解説 えない部分に対 話し合わせる。二輪、四輪の運転席

する警戒心を高 からの死角に対する注意、突発的な
めるための方策 事態の変化を各人の経験に照らし話
を考えさせる。 させ、安全運転の必要性、対処法を

認識させる。

運転技能の診 課題実施前の はじめに、運転技能の診断(1)と 60分 グルー 受講者 大型自動二輪車 補助者１人
断（２） 助言は次のとお 同じ慣熟走行を実施し、第１日目の プ（３ ３人に 普通自動二輪車 実施方法は、運転技能

りである。 技能診断による指導が生かされてい 人）別 つき、 原動機付自転車 の診断(1)に同じ。
(1) できるだけ るかを確認チェックする。車の動き 担当者
広い範囲を見 が昨日と変わらず乱暴であれば、状 １人
ること。 況に応じた早めの減速が実行されて

(2) 駐停車車両 いないことを指摘する。場合によっ
の陰、小交差 ては、同じコースを、もう1度走ら
道路などから せる。
の飛び出しに そして、運転技能の診断(1)と同



警戒を強める じ課題を行い、受講者の運転につい
こと。 て１人ずつ、二輪車の危険性は運転

(3) 歩行者、自 行動と密接な関係があることを理解
転車などに不 させるため、第１日目の運転と比較
安を感じたと して、どこが改善されているかを講
きは、減速す 評する。
ることを考え なお、この際アンケートをとり、
て運転するこ 他のメンバーの運転に対する感想を
と。 記載させるようにすれば、この訓練

(4) 二輪車の特 の度合いを把握できることになる。
性に応じた走
行をすること。

安全運転実行 (1) 適性・技能 適性・技能診断書を見せながら指 60分 個別的
のための指導 診断書から何 導する。 指導
・助言 が危険かを示 自らの長所・短所を冷静に見つ

唆する。 め、短所が車の動きとして表れない
(2) コースでの ように刻々と変化する運転時の自ら
訓練結果から の心の動きを抑制する必要がある。
改善されたも 事故を起こしたくない気持ちを、
のと、まだ今 このように、車の動きとして表現す
後気を付ける る必要があることを強調し、指導す
べき事柄を指 る。
摘する。

(3) 危険予知運
転の大切さを
改めて気付か
せる。

(4) 社会の中の
自分、ルール、
マナーの在り
方を理解させ
る。

ブリーフ・イ ワークブック ブリーフ・インターベンション① 60分 個別的 受講者 ワークブック
ンターベンシ （日記）の記載 で設定した目標の達成状況や飲酒量 指導 ３人に
ョン② 内容の確認及び の変化を確認し、個々人ごとに飲酒 つき、

目標達成程度の 行動や運転行動の改善について指導 担当者
確認 する。 １人

ディスカッシ 飲酒運転をテ 自らの飲酒運転経験を発表させ、 50分 討議形 受講者 ディスカッショ 補助者１人
ョン ーマとしたディ 飲酒運転を行ってしまった理由や今 式 ６人以 ン資料

スカッションを 後、飲酒運転を行わないための方策 下につ



行い、飲酒運転 等について議論させ、飲酒運転に対 き、担
の危険性・悪質 する問題意識をもたせるよう、指導 当者１
性を理解させる。 する。 人

講習から得ら 何が得られた 質疑応答により、担当者が受講者 60分 全員 １人 補助者１人
れるものは何 かを中心課題と の発言を促しながら進める。進め方
か して、受講者の の形式にこだわりなく、次のような

心に残るもの、 結論に導く。
講習に対する印 (1) 運転の改善は、一気にできるも
象の大略を把握 のではない。毎日を訓練のつもり
する。運転時の でする。
意識の在り方の (2) 受講内容を時々思い浮かべなが
大切さが理解さ ら運転する。
れていればよい。 (3) 状況の変化には、一呼吸早めの

減速で応じる。
(4) 先急ぎの気持ち、わがままさ、
横着さを刻々と抑えなければ、ブ
レーキの活用ができないこと。
受講者の心に残ったもの、受講後

の改善意欲を感想文にまとめさせる。
嫌々ながら受講しているうちに、

何かに気付き、受講して良かったと
いう気持ちを抱いている可能性があ
る。このような気持ちを大事にしな
がら講習を終了させる。

備考
１ 休憩時間は、講習時間以外に適当な時間を設けること。
２ アルコールスクリーニングテスト(AUDIT)とは、WHO（世界保健機関）が開発した、飲酒問題の程度を調べるテストをいう。
３ ブリーフ・インターベンションとは、自らのアルコール依存の程度を自覚させ、飲酒行動の改善を促すとともに、問題飲酒行動及び
飲酒運転抑止のための目標設定を行わせるなどの短時間のカウンセリングをいう。



別表第３（第20条関係）

停止処分者講習の講習科目に関する基準

１ 四輪運転者用

講習科目 講 習 細 目 講 習 方 法
講 習 時 間

短期 中期 長期

開講 30分 60分 60分

講師の自己紹介 （ 3 0 （ 6 0 （ 6 0

受講者の点呼 分） 分） 分）

講習概要及び日程の説明

受講者の心得の説明

１ 道路交通の (1) 交通障害の状況 講義

現状 (2) 交通規制 教本、視聴覚

２ 交通事故の (1) 運転者に起因する事故 教材等

実態 の実態及びその原因分析

(2) 重大事故の実例

(3) 交通事故の惨状

３ 運転者の社 (1) 運転免許の意義

会的立場 (2) 運転者の責任

ア 運転者の社会的責任

イ 交通事故（違反）を

起こした運転者の責任

４ 安全運転の (1) 安全運転の基本的考え

心構え 方

(2) 安全運転の実践

(3) 事故防止のポイント

５ 安全運転の (1) 安全な運転 90分 150分 150分

基礎知識 (2) 防衛運転 （ 2 0 （ 3 0 （ 3 0

(3) 人間の感覚と判断能力 分） 分） 分）

ア 視覚の特性

イ 過労等の影響

６ 道路交通法 (1) 日常点検要領

令の知識及び (2) 走行の基本

安全運転の方 ア 座席ベルトの着用



法 イ 運転操作

ウ 進路変更

(3) 歩行者の保護

(4) 自転車に乗る人の保護

(5) 車間距離

(6) 追越し

(7) 交差点通行

(8) 駐車と停車

(9) 危険な場所などでの通

行

ア 夜間、トンネル

イ カーブ

ウ 悪天候等

(10)高速道路の通行

ア 高速走行の危険性

イ 高速道路への出入り

ウ 高速走行の方法

(11)二輪車に対する注意

ア 二輪車の特性

イ 二輪車事故の特徴

(12)事故と故障時の措置

７ 事故事例研 発表（適宜、デ 60分 120分

究に基づく安 ィスカッション （ 6 0 （120

全運転の方法 方式をとる。） 分） 分）

８ 講習対象者 （飲酒学級の場合） 講義 （ 9 0 （120 （120

別に必要な安 飲酒運転の危険性の自覚 教本、視聴覚 分） 分） 分）

全運転の知識 (1) アルコールスクリーニ 教材等

ングテスト（AUDIT）と

飲酒・運転の目標の設定

(2) アルコールの身体に及

ぼす影響

(3) アルコールの影響と運

転



（速度学級の場合）

速度の危険性の自覚

(1) 反応時間と走行距離

(2) 速度と視覚

(3) 速度とブレーキ

(4) 速度とハンドル

９ 運転適性に (1) 筆記による診断と指導 個別的指導 180分 120分 120分

ついての診断 (2) 運転適性検査器材の使 教本、運転適 （160 （120 （120

と指導① 用による診断と指導 性検査器材、視 分） 分） 分）

聴覚教材等

10 運転適性に (1) 実車による診断と指導 実技 120分 150分

ついての診断 (2) 運転シミュレーター操 教本、自動車、 （120 （150

と指導② 作による診断と指導 運転シミュレー 分） 分）

ター、視聴覚教

材等

11 面接指導 個別的指導（適 30分 60分 90分

宜、ディスカッ （ 3 0 （ 6 0 （ 9 0

ション方式をと 分） 分） 分）

る。）

考査 30分 30分 30分

（ 3 0 （ 3 0 （ 3 0

分） 分） 分）

360分 600分 720分

講 習 時 間 合 計 （360 （600 （720

分） 分） 分）

備考

１ 講習時間の欄に掲げる数字のうち( )内の数字は、飲酒学級や速度学級など

特別学級を設けた場合における講習時間を示す。

２ 休憩時間は、講習時間以外に適当な時間を設けること。

３ 原則として、アルコールスクリーニングテスト(AUDIT)と飲酒・運転の目標

の設定は、長期講習において実施すること。



２ 二輪運転者用

講習科目 講 習 細 目 講 習 方 法
講 習 時 間

短期 中期 長期

開講 3 0 分 6 0 分 6 0 分

講師の自己紹介 （ 3 0 （ 6 0 （ 6 0

受講者の点呼 分） 分） 分）

講習概要及び日程の説明

受講者の心得の説明

１ 道路交通の (1) 交通障害の状況 講義

現状 (2) 交通規制 教本、視聴覚

２ 交通事故の (1) 二輪車事故の実態 教材等

の実態 (2) 二輪車事故の特徴

(3) 重大事故の実例

(4) 交通事故の惨状

３ 運転者の社 (1) 運転免許の意義

会的立場 (2) 運転者の社会的責任

(3) 交通事故（違反）を起

こした運転者の責任

４ 安全運転の (1) 安全運転の基本的考え

心構え 方

(2) 安全運転の実践

(3) 事故防止のポイント

５ 安全運転の (1) 二輪車の特性 9 0 分 150分 150分

基礎知識 (2) 車種の選び方 （ 2 0 （ 3 0 （ 3 0

(3) 乗用車ヘルメットの着 分） 分） 分）

用

(4) 二輪車と物理の法則

(5) 人間の感覚と判断能力

６ 道路交通法 (1) 日常点検要領

令の知識及び (2) 走行の基本

安全運転の方 ア ドライビング・スペ

法 ースとポジション

イ 防衛運転



(3) 歩行者の保護

(4) 速度と車間距離

(5) 追越し

(6) 交差点通行

(7) 夜間走行

(8) 気象条件に合わせた運

転

(9) 高速道路の通行

(10)改造車の運転禁止

７ 事故事例研 発表（適宜、デ 60分 120分

究に基づく安 ィスカッション （ 6 0 （120

全運転の方法 方式をとる。） 分） 分）

８ 講習対象者 （飲酒学級の場合） 講義 （ 9 0 （120 （120

別に必要な安 飲酒運転の危険性の自覚 教本、視聴覚 分） 分） 分）

全運転の知識 (1) アルコールスクリーニ 教材等

ングテスト（AUDIT）と

飲酒・運転の目標の設定

(2) アルコールの身体に及

ぼす影響

(3) アルコールの影響と運

転

（速度学級の場合）

速度の危険性の自覚

(1) 反応時間と走行距離

(2) 速度と視覚

(3) 速度とブレーキ

(4) 速度とハンドル

９ 運転適性に (1) 筆記による診断と指導 個別的指導 180分 120分 120分

ついての診断 (2) 運転適性検査器材の使 教本、運転適 （160 （120 （120

と指導① 用による診断と指導 性検査器材、視 分） 分） 分）

聴覚教材等

10 運転適性に (1) 実車による診断と指導 実技 120分 150分

ついての診断 ア 日常点検 教本、自動二 （120 （150



と指導② イ 乗車姿勢 輪車、原動機付 分） 分）

ウ 基本走行 自転車、運転シ

(ｱ) 発進要領 ミュレーター、

(ｲ) 低速走行及び通常 視聴覚教材等

走行

(ｳ) 停止要領

エ 応用走行

(ｱ) 制動訓練

(ｲ) コーナーリング訓

練

(ｳ) スラローム走行等

の訓練

(2) 運転シミュレーター操

作による診断と指導

11 面接指導 個別的指導（適 30分 60分 90分

宜、ディスカッ （ 3 0 （ 6 0 （ 9 0

ション方式をと 分） 分） 分）

る。）

考査 30分 30分 30分

（ 3 0 （ 3 0 （ 3 0

分） 分） 分）

講 習 時 間 合 計
360分 600分 720分

（360 （600 （720

分） 分） 分）

備考

１ 講習時間の欄に掲げる数字のうち( )内の数字は、飲酒学級や速度学級など

特別学級を設けた場合における講習時間を示す。

２ 休憩時間は、講習時間以外に適当な時間を設けること。

３ 原則として、アルコールスクリーニングテスト(A U D I T)と飲酒・運転の目標

の設定は、長期講習において実施すること。

別表第３の２（第26条の４、第26条の９関係）

大型車講習及び中型車講習の講習科目の関する基準



事 方

講習科目 講 習 細 目 講 習 内 容 時 間

項 式

危 実 １ 貨物自動 (1) 運転操作が貨物に与 ○ 運転操作が貨物に １時間

険 技 車の特性を える影響を理解した運 与える影響及び荷重

を 理解した運 転 が運転操作に与える

予 転 (2) 貨物の荷崩れ、転落 影響を理解させ、こ

測 防止等を理解した運転 れを念頭においた適

し (3) 荷重が運転操作に与 切な速度と滑らかな

た える影響を理解した運 運転ができる能力を

運 転 養わせる。

転 ２ 危険を予 (1) 危険要因のとらえ方 ○ 大型自動車又は中 １時間

測した運転 (2) 起こり得る危険予測 型自動車に係る他の

(3) 危険の少ない運転行 交通との関わりにお

動の選び方 ける危険性を的確に

(4) 道路及び交通の状況 予測し、危険回避す

に応じた速度による運 る能力を養わせる。

転の仕方

討 ３ 危険予測 (1) 危険予測の重要性 ○ 実車走行を踏まえ １時間

議 ディスカッ (2) 走行中の危険場面 て、細目ごとに講習

ション (3) 起こり得る危険の予 指導員の助言及び相

測 互の意見交換を行

(4) より危険の少ない運 い、危険予測能力の

転行動 定着を図る。

悪 実 ４ 夜間の運 (1) 夜間における運転視 ○ 夜間車対向の灯火 １時間

条 技 転 界の確保の仕方 により眩惑されるこ

件 (2) 夜間における道路交 と、その他交通の状

下 通に係る情報のとらえ 況を視覚により認知

で 方 することが困難にな

の (3) 夜間における運転の ることを理解させ、

運 仕方 そのような状況下に

転 おける視界確保の方



法や安全な運転能力

を養わせる。

５ 悪条件下 (1) 積雪、凍結道路の運 ○ 凍結路面、積雪路

での運転 転の仕方 面等の悪条件下で、

(2) 濃霧、吹雪、砂塵等 適切に対応できる能

での視界不良の場合の 力及び安全に運転す

運転の仕方 ることができる限界

(3) 豪雨、強風下での運 を見極め、時には運

転の仕方 転を中止するという

(4) 道路冠水の場合の措 判断能力を養わせ

置 る。

合 計 ４時間

備考 休憩時間は、講習時間以外に適当な時間を設けること。

別表第３の３（第26条の14関係）

準中型車講習の講習科目に関する基準

事 方

講習科目 講 習 細 目 講 習 内 容 時 間

項 式

危 実 １ 貨物自動 (1) 運転操作が貨物に与 ○ 運転操作が貨物に １時間

険 技 車の特性を える影響を理解した運 与える影響及び荷重

を 理解した運 転 が運転操作に与える

予 転 (2) 貨物の荷崩れ、転落 影響を理解させ、こ

測 防止等を理解した運転 れを念頭においた適

し (3) 荷重が運転操作に与 切な速度と滑らかな

た える影響を理解した運 運転ができる能力を

運 転 養わせる。

転 ２ 危険を予 (1) 危険要因のとらえ方 ○ 準中型自動車に係 １時間

測した運転 (2) 起こり得る危険の予 る他の交通との関わ

測 りにおける危険性を

(3) 危険の少ない運転行 的確に予測し、危険

動の選び方 回避する能力を養わ

(4) 道路及び交通の状況 せる。



に応じた速度による運 ○ 道路交通法施行規

転の仕方 則第23条第1項の表

聴力の項第2号に規

定する特定後写鏡等

を使用すべきことと

する条件（以下「特

定後写鏡等条件」と

いう。）が付されて

いる者に対しては、

路上における実車走

行を実施する前に、

特定後写鏡（ワイド

ミラー及び補助ミラ

ー）の取付方法及び

使用方法、コースに

おける実車走行によ

り、交通の状況を聴

覚により認知できな

い状態でする運転に

係る危険を予測した

運転に関する技能を

習得させる。

討 ３ 危険予測 (1) 危険予測の重要性 ○ 実車走行を踏まえ １時間

議 ディスカッ (2) 走行中の危険場面 て、細目ごとに講習

ション (3) 起こり得る危険の予 指導員の助言及び相

測 互の意見交換を行い、

(4) より危険の少ない運 危険予測能力の定着

転行動 を図る。

○ 特定後写鏡等条件

が付されている者に

対しては、上記に加

えて、交通の状況を

聴覚により認知でき



ない状態でする運転

に係る危険を予測し

た運転に必要な知識

を習得させる。

悪 実 ４ 夜間の運 (1) 夜間における運転視 ○ 夜間対向車の灯火 １時間

条 技 転 界の確保の仕方 により眩惑されるこ

件 (2) 夜間における道路交 と、その他交通の状

下 通に係る情報のとらえ 況を視覚により認知

で 方 することが困難にな

の (3) 夜間における運転の ることを理解させ、

運 仕方 そのような状況下に

転 おける視界確保の方

法や安全な運転能力

を養わせる。

５ 悪条件下 (1) 積雪、凍結道路の運 ○ 凍結路面、積雪路

での運転 転の仕方 面等の悪条件下で、

(2) 濃霧、吹雪、砂塵等 適切に対応できる能

で視界不良の場合の運 力及び安全に運転す

転の仕方 ることができる限界

(3) 豪雨、強風下での運 を見極め、時には運

転の仕方 転を中止するという

(4) 道路冠水の場合の措 判断能力を養わせる。

置

合 計 ４時間

備考 休憩時間は、講習時間以外に適当な時間を設けること。

別表第４（第26条の14、第30条関係）

普通車講習の講習科目の関する基準

事 方

講習科目 講 習 細 目 講 習 内 容 時 間

項 式

危 実 １ 危険を予 (1) 危険要因のとらえ方 ○ 危険場面を含む路 １時間

険 技 測した運転 (2) 起こり得る危険の予 上の実車走行によ



を 測 り、危険予測能力を

予 (3) より危険の少ない運 養わせる。

測 転行動の選び方 ○ 特定後写鏡等条件

し が付される者に対し

た ては、路上における

運 実車走行を実施する

転 前に、特定後写鏡（

ワイドミラー及び補

助ミラー）の取付方

法及び使用方法、コ

ースにおける実車走

行により、交通の状

況を聴覚により認知

できない状態でする

運転に係る危険を予

測した運転に関する

技能を習得させる。

討 ２ 危険予測 (1) 危険予測の重要性 ○ 実車走行を踏まえ １時間

議 ディスカッ (2) 走行中の危険場面 て、細目ごとに講習

ション (3) 起こり得る危険の予 指導員の助言及び相

測 互の意見交換を行い、

(4) より危険の少ない運 危険予測能力の定着

転行動 を図る。

○ 特定後写鏡等条件

が付される者に対し

ては、上記に加えて、

交通の状況を聴覚に

より認知できない状

態でする運転に係る

危険を予測した運転

に必要な知識を習得

させる。

高 講 ３ 高速道路 (1) 高速道路利用上の心 ○ 教本、視聴覚教材 １時間



速 義 での運転に 得 等必要な教材を用い

道 必要な知識 (2) 走行計画の立て方 て、高速道路の特

路 (3) 本線車道への進入 徴、高速走行に当た

で (4) 本線車道での走行 っての心構え、走行

の (5) 本線車道からの離脱 要領等について理解

運 させる。

転 実 ４ 高速道路 (1) 高速走行前の車両の ○ 高速道路における １時間

技 での運転に 点検の仕方 実車走行により、安

必要な技能 (2) 本線車道への進入 全かつ円滑な走行要

(3) 本線車道での走行 領を身に付けさせる

(4) 本線車道からの離脱 とともに、高速走行

の特性を理解させ

る。

合 計 ４時間

備考 休憩時間は、講習時間以外に適当な時間を設けること。

別表第５（第35条、第37条の４関係）

大型・普通二輪車講習の講習科目に関する基準

方

講 習 科 目 講 習 細 目 講 習 内 容 時 間

式

実 １ 危険を予測 (1) 危険要因のとらえ ○ 運転シミュレーターに １時間

技 した運転 方 より模擬体験することに

(2) 起こり得る危険の より、危険に対する予測

予測 や対応の仕方を養わせ

(3) 危険の少ない運転 る。

行動の選び方

討 ２ 危険予測デ (1) 危険予測の重要性 ○ 運転シミュレーターに １時間

議 ィスカッショ (2) 走行中の危険場面 よる模擬体験を踏まえ

・ ン (3) 起こり得る危険の て、細目ごとに指導員の

講 予測 助言及び相互の意見交換

義 (4) より危険の少ない を行い、危険予測能力の

運転行動 定着を図る。



（運転シミュレーターに

よる模擬体験終了後に行

う。）

３ 二人乗り運 (1) 二人乗りに関する ○ 自動二輪車の二人乗り

転に関する知 法規制の内容 に関する道路交通法の規

識 (2) 二人乗りの運転特 制の内容、一人乗りと二

性 人乗りとでの運転特性の

違い及び一人乗りでの習

熟の重要性について理解

させる。

実 ４ ケース・ス 特徴的事故の危険に ○ 交差点で起こる事故の １時間

技 タディ（交差 対応した走行 特徴的パターンについて

・ 点） ・ 直進する場合 実車を用いて模擬体験又

実 ・ 右折する場合 は観察等を行い、交差点

車 ・ 左折する場合 における危険及び危険の

防止について理解させ

る。

（運転シミュレーターを

用いて行うことができ

る。）

５ 交通の状況 (1) 速度調節 ○ 道路及び交通状況に応

及び道路環境 じた速度の調整の仕方を

に応じた運転 理解させる。

(2) 行き違い及び側方 ○ 安全な行き違い及び側

通過 方通過の仕方を理解させ

る。

(3) 追い越し及び追い ○ 追い越し及び追い越さ

越され れ方について理解させ

る。

(4) 制動の時期及び方 ○ 交通状況及び道路環境

法 に応じた制動の時期と方

法を理解させる。

(5) 自由走行 ○ 受講者自ら走行コース



を設定し、道路や交通の

状況の応じて自主的な運

転行動がとれる安全な運

転方法を理解させる。

合 計 ３時間

備考 休憩時間は、講習時間以外に適当な時間を設けること。

別表第６（第40条関係）

第一種免許に係る応急救護処置講習の講習科目に関する基準

方

講 習 科 目 講 習 細 目 講 習 内 容 時 間

式

講 １ 応急救護処 (1) 応急救護処置の意 ○ 生命尊重の意義の高揚 １時間

義 置とは 義 を図るとともに、応急救

(2) 応急救護処置の目 護処置の重要性について

的 理解させる。

(3) 応急救護処置の内

容

２ 実施上の留 (1) 適切な実施場所の ○ 処置を実施する者の安

意事項 選定 全確保と負傷者の状態の

(2) 事故発生時の通報 悪化防止の観点から指導

(3) 感染対策 する。

(4) その他の留意事項

３ 救急体制 (1) 救急活動体制 ○ 交通事故発生時の救急

(2) 救急医療体制 体制について具体的に説

(3) 交通事故による負 明する。

傷の特徴

４ 応急救護処 (1) 負傷者の観察 ○ 各項目において、最小

置の基礎知識 (2) 負傷者の移動 限必要な基礎知識につい

(3) 体位管理 て、教本を用いて理解さ

(4) 心肺蘇生 せる。

ア 胸骨圧迫（心臓 AEDを用いた除細動に

マッサージ） ついては、その概要、



イ 気道確保 AEDの設置場所及び一般

ウ 人工呼吸 向けの講習について、教

(5) AEDを用いた除細 本等を用いて説明する。

動 ○ 心配蘇生法の中止、救

(6) 気道異物除去 命の連鎖について指導す

(7) 止血法 る。

実 ５ 応急救護処 (1) 応急救護処置の手 ○ 指導員によるデモによ ２時間

技 置の基本 順 り行う。

(2) 各手技の要点

６ 応急救護処 (1) 負傷者の観察(意 ○ 成人の場合を重点的に

置の実践 義) 指導する。

○ 肩をたたき、声をかけ

させる。

(2) 負傷者の移動

(3) 負傷者の観察（呼 ○ 気道確保しながら、胸

吸） と腹部の動きから判断す

ることを強調する。

(4) 体位管理 ○ 回復体位を重点的に指

導する。

(5) 胸骨圧迫（心臓マ ○ 胸骨圧迫（心臓マッサ

ッサージ） ージ）を１分間に100～

120回のテンポで約１分

間実施させる。

(6) 気道確保 ○ 頭部後屈あご先拳上法

を指導する。

(7) 人工呼吸 ○ 口対口で、息を約１秒

かけて、２回吹き込ませ

る。

(8) 胸骨圧迫（心臓マ ○ 胸骨圧迫（心臓マッサ

ッサージ）と人工呼 ージ）を１分間に100～

吸（循環） 120回のテンポで30回と

人工呼吸２回を１サイク

ルとして、５サイクル連



続して実施させる。

(9) 気道異物除去 ○ 腹部突き上げ法、背部

叩打法について指導する。

(10)止血法 ○ 直接圧迫が効果的であ

ることについて指導する。

７ まとめ 訓練の継続の実行と大

切さ

合 計 ３時間

備考 休憩時間は、講習時間以外に適当な時間を設けること。

別表第６の２（第40条関係）

第二種免許に係る応急救護処置講習の講習科目に関する基準

方

講 習 科 目 講 習 細 目 講 習 内 容 時 間

式

講 １ 応急救護処 (1) 応急救護処置の意 ○ 生命尊重の意義の高揚 １時間

義 置とは 義 を図るとともに、応急救

(2) 応急救護処置の目 護処置の重要性について

的 理解させる。

(3) 応急救護処置の必

要性

(4) 応急救護処置の内

容

２ 実施上の留 (1) 適切な実施場所の ○ 処置を実施する者の安

意事項 選定 全確保と傷病者の状態の

(2) 事故発生時の通報 悪化防止の観点から指導

(3) 感染対策 する。

(4) その他の留意事項

３ 救急体制 (1) 救急活動体制 ○ 交通事故発生時の救急

(2) 救急医療体制 体制について具体的に説

(3) 交通事故による負 明する。

傷者の特徴

４ 具体的な実 (1) 傷病者の観察 ○ 各項目において、最小



施要領 (2) 傷病者の移動 限必要な基礎知識につい

(3) 体位管理 て、教本を用いて理解さ

(4) 心肺蘇生 せる。

(5) AEDを用いた除細 AEDを用いた除細動に

動 ついては、その概要、

(6) 気道異物除去 AEDの設置場所及び一般

(7) 止血法 向けの講習について、教

(8) 包帯法 本等を用いて説明する。

(9) 固定法 ○ 心配蘇生法の中止、救

命の連鎖について指導す

る。

５ 各種傷病者 (1) 各種外傷に対する ○ 各種傷病者に対する対 １時間

に対する対応 対応 応要領について理解させ

(2) 熱傷に対する対応 る。

(3) 各種症状に対する

対応

(4) 中毒に対する対応

６ まとめ 訓練の継続と実行の大

切さ

実 ７ 傷病者の観 (1) 傷病者の観察 ○ 肩をたたき、声をかけ １時間

技 察・移動 (2) 車内から車外に運 させる。

び出す場合

(3) 路上に倒れている

人を運ぶ場合

８ 体位管理 (1) 傷病者に意識があ ○ 回復体位を重点的に指

る場合 導する。

(2) 傷病者に意識がな

い場合

(3) ショックの場合

(4) 呼吸困難の場合

(5) 心肺蘇生を行う場

合

９ 心肺蘇生 (1) 意識状態の観察 ○ 成人の場合を重点的に ２時間



(2) 呼吸状態の観察 指導する。

(3) 胸骨圧迫（心臓マ ○ 気道確保しながら、胸

ッサージ） と腹部の動きから判断す

(4) 気道確保と人工呼 ることを強調する。

吸 ○ 胸骨圧迫（心臓マッサ

ージ）を1分間に100～

120回のテンポで約１分

間実施させる。

○ 頭部後屈あご先挙上法

を指導する。

○ 口対口で、息を約１秒

かけて、２回吹き込ませ

る。

○ 胸骨圧迫（心臓マッサ

ージ）を1分間に100～

～120回のテンポで30回

と人工呼吸２回を１サイ

クルとして、５サイクル

連続して実施させる。

10 気道異物除 (1) 腹部突き上げ法

去 (2) 背部叩打法

11 止血法 (1) 出血の観察 ○ 直接圧迫が効果的であ

(2) 傷口の圧迫 ることについて指導する。

(3) 包帯等の利用

(4) 頭部、顔面の止血

(5) 効果的な止血法

12 包帯法 (1) 頭部の場合 １時間

(2) 体幹部位に場合

(3) 上肢・下肢の場合

13 固定法

合 計 ６時間

備考 休憩時間は、講習時間以外に適当な時間を設けること。



別表第７（第45条関係）

原付講習の講習科目及び時間割り等に関する基準

講習科目 講 習 細 目 指 導 内 容
所要

時間

受付 １ 集合時間の告知 10分

２ グループ編成

小 計 10分

開講 １ 開講の挨拶 10分

２ 講師紹介

３ 講習実施上の諸注意

４ 準備体操 ・手足の柔軟体操

５ ヘルメットの着用方法 ・ヘルメットの着用方法、正

しいあごひもの締め方

小 計 10分

基本操作 正しい手順及び正確な操作

１ 装置の名称と取扱い ・運転に必要な装置の位置と ３分

役割

２ 運転姿勢 ・自然なフォーム、特に肩や ２分

肘に力の入らない姿勢

３ アクセルとブレーキ ・ゆっくりしたアクセルの回 ５分

し方と素早い戻し、スムー

ズなブレーキ操作

４ スタンドのたて方とお ・アクセルに手を触れないス ２分

ろし方 タンドのたて方、おろし方

小 計 12分

基本走行 バランスとスムーズな走行

１ 発進と停止 ・バランスのよい直進、安定 10分

した停止

２ スピードの調節 ・無理のない操作による加速 ２分

と減速

３ ８の字走行 ・スムーズな切返し 12分

４ カーブ走行 ・直線における加・減速、カ ５分

ーブでの安定走行



５ 徐行 ・見通しの悪い場所での徐行 ５分

６ 狭路での安定走行 ・狭路の手前での適切な減速 ５分

と安定走行

７ 視点、視野範囲 ・十分な安全確認のできる視 ５分

点と範囲

小 計 44分

応用走行 法規走行及び安全運転

１ 合図と安全確認 ・合図の時期と安全確認 ３分

２ 進路変更 ・スムーズな進路変更と安全 ２分

確認

３ 交差点での安全走行 ・正しい右・左折と安全確 ８分

認、他車との関係

・正しい停止位置での確実な ７分

停止

・方向指示器操作、安全確認 ４分

と安定走行

・連続する法規履行走行 15分

４ 交差点の優先順位 ・混合交通の中での優先順位 10分

５ 危険予知、危険回避 ・隠れた危険の予知、障害物 10分

の回避

小 計 59分

安全運転の知 １ 運転適性検査 ・安全運転自己診断を使用し 15分

識 た安全指導

２ 視聴覚教育 ・映画、DVD、写真パネル、 20分

教本等を活用した教育及び

ディスカッション

小 計 35分

閉講 １ 閉講のことば ・自己防衛及び人命尊重の精 ５分

神を醸成するための動機付

け

２ 原付講習終了証明書の ５分

交付 小 計 10分

合計所要時間 180分



備考 休憩時間は、講習時間以外に適当な時間を設けること。

別表第７の２（第47条の４関係）

大型旅客車講習、中型旅客車講習及び普通旅客車講習の講習科目に関する基準

事 方

講習科目 講 習 細 目 講 習 内 容 時 間

項 式

危 実 １ 危険を予 (1) 危険要因のとらえ方 ○ 交通量の多い市街 ２時間

険 技 測した運転 (2) 起こり得る危険の予 地における旅客輸送

を 測 を想定し、他の交通

予 (3) 危険の少ない運転行 との関わりと危険性

測 動の選び方 を認識させながら、

し 的確な危険予測能力

た 及び危険回避能力を

運 養わさせる。

転 討 ２ 危険予測 (1) 危険予測の重要性 ○ 直前に行った実技 １時間

議 ディスカッ (2) 走行中の危険場面 における危険場面等

ション (3) 起こり得る危険の予 を踏まえ、旅客を安

測 全に輸送するための

(4) より危険の少ない運 意見交換を行い、危

転行動 険予測能力の定着を

図る。

夜 実 ３ 夜間の運 (1) 夜間における運転視 ○ 旅客輸送を想定 １時間

間 技 転 界の確保の仕方 し、夜間対向車の灯

の (2) 夜間における道路交 火により眩惑される

運 通に係る情報のとらえ ことその他交通の状

転 方 況を視覚により認知

(3) 夜間における運転の することが困難にな

仕方 ることを理解させ、

そのような状況下の

おける視界確保の方

法や安全な運転能力

を養わさせる。



悪 実 ４ 悪条件下 (1) 積雪、凍結道路の運 ○ 旅客輸送を想定 １時間

条 技 での運転 転の仕方 し、凍結の状態にあ

件 (2) 濃霧、吹雪、砂塵等 る路面での走行な

下 で視界不良の場合の運 ど、自然環境下にお

で 転の仕方 ける様々な悪条件を

の (3) 豪雨、強風下での運 体感させ、それに伴

運 転の仕方 う的確な危険予測及

転 (4) 道路冠水の場合の措 び危険回避能力を養

置 わさせる。

身 実 ５ 身体障害 (1) 子供、高齢者の行動 ○ 子供、高齢者及び １時間

体 習 者等への対 特性を理解した運転行 身体障害者等の特性

障 応 動と対応 を理解させ、道路に

害 ・児童・幼児の保護 おける危険予測・危

者 ・高齢者の保護 険回避能力を養わせ

等 ・子供や高齢者が事 る。

へ 故に遭いやすい場 ○ 旅客となりうる身

の 所における保護 体障害者等の特性を

対 ・高齢者等の乗車時 理解させ、様々な障

応 等の対応 害に対応した介助方

(2) 身体障害者の行動特 法を習得させる。

性を理解した運転行動

と対応

・身体障害者の保護

・身体障害者の乗降

時の対応

合 計 ６時間

備考 休憩時間は、講習時間以外に適当な時間を設けること。

別表第８（第50条関係）

指定自動車教習所職員講習の講習科目及び時間割等

１ 教習指導員

講 習 科 目 講 習 細 目 講 習 方 法 時 間

開講 １時間



講師の自己紹介

受講者の点呼

講習概要及び日程の説明

受講者の心得の説明

１ 教則の内容と (1) 教則の内容及びその基礎的 講義

なっている事項 事項 教本、視聴覚教

その他自動車の ア 自動車の交通方法及びそ 材

運転に関する知 の基礎的事項

識 イ 人間の感覚と判断

ウ 自動車と自然の法則

(2) その他自動車の運転に必要

な知識

ア 初心者の交通事故の特徴

イ 自動車の構造及び運転理

論

ウ 安全運転の手順

２ 自動車教習所 (1) 教習指導員として必要な一 １時間

に関する法令等 般的知識

についての知識 ア 教習所の使命

イ 指定基準の維持及び教習

水準の向上

ウ 教習所職員としての心構

え

(2) 教習所関係法令

ア 教習所の指定、監督及び

処分に関する法令

イ 教習に関する基準

３ 教習指導員と (1) 教習指導員として必要な基 講義及び討議 １時間

して必要な教育 礎的教育理論 教本、視聴覚教

についての知識 ア 学習指導の準備 材等

イ 学習の理論

(2) 自動車の運転適性について

の知識



ア 性格等の関する運転適性

イ 適性診断票の読み方

ウ 技能教習への反映

４ 教習指導員と (1) 教習指導員として必要な運 実習 ４時間

して必要な自動 転技能 自動車等

車の運転技能

５ 技能教習の教 (1) 技能教習の方法 実習

習方法 (2) みきわめの方法 教本、自動車､

運転シミュレータ

ー等

６ 学科教習の教 (1) 教習の重点 実習 ２時間

習方法 (2) 教習の進め方 教本、視聴覚教

(3) 教材の活用方法 材等

合計 ９時間

備考

１ 各講習科目ごとの講習時間は、講習を受ける者の能力などに応じて若干の

変更を行っても差し支えない。

２ 講習効果の確認のため、必要に応じて効果測定を行うこと。

３ 休憩時間は、講習時間以外の適当な時間を設けること。

２ 技能検定員

講 習 科 目 講 習 細 目 講 習 方 法 時 間

開講 １時間

講習の自己紹介

受講者の点呼

講習概要及び日程の説明

受講者の心得の説明

１ 教則の内容と (1) 教則の内容及びその基礎的 講義

なっている事項 事項 教本、視聴覚教

ア 自動車の交通方法及びそ 材等

の基礎的事項

イ 人間の感覚と判断



ウ 自動車と自然の方法

２ 自動車教習所 (1) 技能検定員としての必要な １時間

に関する法令等 一般的知識

についての知識 ア 教習所の使命

イ 指定基準の維持及び教習

水準の向上

ウ 教習所職員としての心構

え

(2) 教習所関係法令

ア 教習所の指定、監督及び

処分に関する法令

イ 技能検定の関する基準

３ 技能検定の実 (1) 技能検定の実施方法に関す ４時間

施に関する知識 る知識

４ 自動車の運転 (1) 技能検定の評価方法に関す 講義及び討議

技能の評価方法 る知識 教本、視聴覚教

に関する知識 材等

５ 技能検定員と (1) 技能検定に必要な運転技 実習 ４時間

して必要な自動 能 教本、自動車等

車の運転技能

６ 自動車の運転 (1) 運転技能の観察力

技能に関する観 (2) 運転技能の採点方法

察力及び採点方

法

合計 10時間

備考

１ 各講習科目ごとの講習時間は、講習を受ける者の能力などに応じて若干の

変更を行っても差し支えない。

２ 講習効果の確認のため、必要に応じて効果測定を行うこと。

３ 休憩時間は、講習時間以外の適当な時間を設けること。

３ 副管理者

講 習 科 目 講 習 細 目 講 習 方 法 時 間



開講 １時間

講師の自己紹介

受講者の点呼

講習概要及び日程の説明

受講者の心得の説明

１ 自動車教習所 (1) 指定自動車教習所の現状と 講義

に関する法令等 問題点 教本、視聴覚教

についての知識 ア 指定自動車教習所の現状 材等

イ 指定自動車教習所の問題

点

(2) 教習所関係法令

ア 教習所の指定、監督及び

処分に関する法令

イ 免許関係法令

２ 自動車教習所 (1) 教育理論等 １時間

の管理に関する ア 初心運転者教育の在り方

知識 イ 教育理論

(2) 教習所の管理と監督 ２時間

ア 管理及び監督の原則

イ 管理及び監督の実務

(3) 事務処理要領 講義及び討議 ２時間

ア 事務処理要領の解説 教本、視聴覚教

イ 管理、監督及び事務処理 材等

に関する検討会

合計 ６時間

備考

１ 各講習科目ごとの講習時間は、講習を受ける者の能力などに応じて若干の

変更を行っても差し支えない。

２ 講習効果の確認のため、必要に応じて効果測定を行うこと。

３ 休憩時間は、講習時間以外の適当な時間を設けること。

別表第９（第55条関係）

初心運転者講習の講習科目及び時間割り等に関する基準



講 習 時 間

講 習 項 目 講 習 細 目 講習方法
準 中 型車
普 通 車 原 付 車
大型二輪車
普通二輪車

１ 安全運転意識 (1) 運転意識の改善
講 義 15分 10分

の向上 の必要性

(2) 運転適性検査 検査実施 20分 20分

面 談 25分 ―

２ 場内コースに (1) 運転技能の補正

おける運転演習 (2) 危険予測・判断 実 技 60分 50分

の実地訓練

３ 路上における (1) 運転行動の観察 30分

運転演習 (2) 他の交通に対す 実 技 90分

る配慮

(3) 路上運転につい
ゼ ミ 30分 10分

ての話し合い

(4) 原付特別訓練
実 技 （40分）（場内コース）

４ 危険予測訓練 (1) 危険予測ディス
ゼ ミ 90分 50分

カッション

(2) 危険の予測・判 講 義
30分 30分

断能力の向上 （映画）

※ 運転シミュ (3) 危険を予測した 実 技
レーターを使 運転

120分 ―
用する場合 (4) 危険予測ディス ゼ ミ

カッション

５ 新たな心構え (1) 効果測定 考 査 20分 20分

(2) 新たな心構えの

確立 講 義 40分 20分

(3) 総合講評

講 習 時 間 合 計 420分 240分

(7時間) (4時間)



備考 休憩時間は、講習時間以外に適当な時間を設けること。

別表第10（第60条、第66条関係）

更新時講習の講習科目に関する基準

１ 優良運転者講習

講 習 科 目 講 習 細 目 時間

開講 10分

講師の自己紹介

受講者の点呼

講習概要・日程の説明

受講者の心得の説明

１ 道路交通の現状 (1) 地域における車社会の実態 講義

と交通事故の実態 (2) 交通事故の特徴 教本、視

２ 運転者の心構え (1) 無事故無違反の奨励 聴覚教材等 10分

と義務 (2) シートベルト、ヘルメットの着用

(3) 交通事故を起こした加害者の責任

(4) 交通事故を起こした運転者の義務

(5) 負傷者の救護措置

３ 安全運転の知識 最近において改正が行われた道路交 10分

通法令の知識

講 習 時 間 合 計 30分

２ 一般運転者講習

講 習 科 目 講 習 細 目 時間

開講 10分

講師の自己紹介

受講者の点呼

講習概要・日程の説明

受講者の心得の説明

１ 道路交通の現状 (1) 地域における車社会の実態 講義

と交通事故の実態 (2) 交通事故の特徴 教本、視

２ 運転者の心構え (1) 安全運転の心構え 聴覚教材等 10分

と義務 (2) シートベルト、ヘルメットの着用



(3) 交通事故を起こした加害者の責任

(4) 交通事故を起こした運転者の義務

(5) 負傷者の救護措置

３ 安全運転の知識 (1) 最近において改正が行われた道路 20分

交通法令の知識

(2) 危険予測と回避方法等

４ 運転適性につい (1) 運転適性診断と指導 講義 20分

ての診断と指導 (2) まとめ 運転適性

検査用紙等

講 習 時 間 合 計 60分

注 休憩時間は、講習時間以外に適当な時間を設けるものとする。

３ 違反運転者講習

講 習 科 目 講 習 細 目 時間

開講 10分

講師の自己紹介

受講者の点呼

講習概要・日程の説明

受講者の心得の説明

１ 道路交通の現状 (1) 地域における車社会の実態 講義

と交通事故の実態 (2) 交通事故の特徴 教本、視

２ 運転者の心構え (1) 安全運転の心構え 聴覚教材等 10分

と義務 (2) シートベルト、ヘルメットの着用

(3) 交通事故を起こした加害者の責任

(4) 交通事故を起こした運転者の義務

(5) 負傷者の救護措置

３ 安全運転の知識 (1) 安全運転の基礎知識 40分

(2) 最近において改正が行われた道路

交通法令の知識

(3) 危険予測と回避方法等

４ 運転適性につい (1) 筆記による診断と指導 実技等 60分

ての診断と指導 (2) 運転適性検査器材の使用による診 教本、運

断と指導 転適性検査



(3) 運転シミュレーター操作による診 器材、運転

断と指導 シミュレー

(4) 実車による診断と指導 ター、自動

車、視聴覚

教材等

講 習 時 間 合 計 120分

注

１ 講習科目４の細目は、重点を絞り選択して実施すること。

２ 休憩時間は、講習時間以外に適当な時間を設けるものとする。

４ 初回更新者講習

講 習 科 目 講 習 細 目 時間

開講 10分

講師の自己紹介

受講者の点呼

講習概要・日程の説明

受講者の心得の説明

１ 道路交通の現状 (1) 地域における車社会の実態 講義

と交通事故の実態 (2) 交通事故の特徴 教本、視

２ 運転者の心構え (1) 安全運転の心構え 聴覚教材等 10分

と義務 (2) シートベルト、ヘルメットの着用

(3) 交通事故を起こした加害者の責任

(4) 交通事故を起こした運転者の義務

(5) 負傷者の救護措置

３ 安全運転の知識 (1) 安全運転の基礎知識 40分

(2) 最近において改正が行われた道路

交通法令の知識

(3) 危険予測と回避方法等

４ 運転適性につい (1) 筆記による診断と指導 実技等 60分

ての診断と指導 (2) 運転適性検査器材の使用による診 教本、運

断と指導 転適性検査

(3) 運転シミュレーター操作による診 器材、運転

断と指導 シミュレー



(4) 実車による診断と指導 ター、自動

車、視聴覚

教材等

講 習 時 間 合 計 120分

注

１ 講習科目４の細目は、重点を絞り選択して実施すること。

２ 休憩時間は、講習時間以外に適当な時間を設けるものとする。

別表第11（第62条の５関係）

高齢者講習の講習科目に関する基準

講 習 科 目 講 習 細 目 講習方法 講習時間

開講 30分

講習概要や受講上の留意事項等につ

いての説明

１ 道路交通の現状 (1) 地域における交通事故情勢 講義

と交通事故の実態 (2) 高齢者の交通事故の実態

(3) 高齢者支援制度等の紹介

２ 運転者の心構え (1) 安全運転の基本

(2) 交通事故の悲惨さ

(3) シートベルト等の着用

３ 安全運転の知識 (1) 高齢者の特性を踏まえた運転方法

(2) 危険予測と回避方法等

(3) 改正された道路交通法令

４ 運転適性につい 運転適性検査器材による指導 運転適性検 30分

ての指導① 査器材によ

る指導

５ 運転適性につい (1) 事前説明 実車による 60分

ての指導② (2) ならし走行 指導

(3) 課題

(4) 安全指導

合計 120分

備考１ 普通自動車対応免許以外の運転免許のみを受けている者又は運転技能検査

対象者は５以外の受講とし、講習時間は60分とする。



２ 実施順序は問わないほか、それぞれの講習科目を分割した上で連続して行

わないことも可能とする。

３ １から４までについては、５の順番待ちの時間に行うことも可能とする。

別表第12（第62条の16関係）

違反者講習の講習科目に関する基準

１ 四輪運転者用

講 習 時 間

社会参加 社会参加
講習科目 講 習 細 目 講習方法

活動を含 活動を含

む講習 まない講
習

開講 110分 110分

講師の自己紹介

受講者の点呼

講習概要及び日程の説

明

受講者の心得の説明

１ 道路交通の (1) 交通障害の状況 講義

現状 (2) 交通規制 教本、視聴覚

２ 交通事故の (1) 運転者に起因する事 教材等

実態 故の実態及びその原因

分析

(2) 重大事故の実例

(3) 交通事故の惨状

３ 運転者の社 (1) 運転免許の意義

会的立場 (2) 運転者の責任

４ 安全運転の (1) 安全運転の基本的考

心構え え方

(2) 安全運転の実践

(3) 事故防止のポイント

５ 安全運転の (1) 安全な運転

基礎知識 (2) 防衛運転

(3) 人間の感覚と判断能

力



ア 視覚の特性

イ 過労等の影響

(4) 飲酒運転の危険性

６ 道路交通法 (1) 日常点検要領

令の知識及び (2) 走行の基本

安全運転の方 ア 座席ベルトの着用

法 イ 運転操作

ウ 進路変更

(3) 歩行者の保護

(4) 自転車に乗る人の保

護

(5) 車間距離

(6) 追越し

(7) 交差点通行

(8) 駐車と停車

(9) 危険な場所などでの

通行

ア 夜間、トンネル

イ カーブ

ウ 悪天候等

(10)高速道路の通行

ア 高速走行の危険性

イ 高速道路への出入

り

ウ 高速走行の方法

(11)二輪車に対する注意

ア 二輪車の特性

イ 二輪車事故の特徴

(12)事故と故障時の措置

７ 事故事例研 発表（適宜、デ 30分 30分

究に基づく安 ィスカッション

全運転の方法 方式をとる。）

８ 運転適性に (1) 筆記による診断と指 個別的指導 40分 40分



ついての診断 導 教本、運転適

と指導① (2) 運転適性検査器材の 性検査器材、視

使用による診断と指導 聴覚教材等

９ 社会参加活 (1) 活動方法の説明 活動内容に応じ 150分 ―

動 (2) 現場活動 て、必要な資器

材 を 用 い て 行

う。

10 運転適性に (1) 実車による診断と指 実技 ― 120分

ついての診断 導 教 本 、 自 動

と指導② (2) 運転シミュレーター 車、運転シミュ

操作による診断と指導 レーター、視聴

覚教材等

11 面接指導 個別的指導（適 ― 30分

宜、ディスカッ

ション方式をと

る｡）

考査 30分 30分

講 習 時 間 合 計 360分 360分

備考

１ 休憩時間は、講習時間以外に適当な時間を設けるものとする。

２ 「運転適性検査器材の使用による診断と指導」又は「運転シミュレーター操

作による診断と指導」を行う場合には､｢事故事例研究に基づく安全運転の方法

｣又は「面接指導」を省略し､「運転適性検査器材の使用による診断と指導」及

び「運転シミュレーター操作による診断と指導」を行う場合には、「事故事例

研究に基づく安全運転の方法」及び｢面接指導｣を省略することができる。

２ 二輪運転者用

講 習 時 間

社会参加 社会参加
講習科目 講 習 細 目 講習方法 活動を含 活動を含

む講習 まない講
習

開講 110分 110分

講師の自己紹介



受講者の点呼

講習概要及び日程の説

明

受講者の心得の説明

１ 道路交通の (1) 交通障害の状況 講義

現状 (2) 交通規制 教本、視聴覚

２ 交通事故の (1) 二輪車事故の実態 教材等

実態 (2) 二輪車事故の特徴

(3) 重大事故の実例

(4) 交通事故の惨状

３ 運転者社会 (1) 運転免許の意義

的立場 (2) 運転者の社会的責任

(3) 交通事故（違反）を

起こした運転者の責任

４ 安全運転の (1) 安全運転の基本的考

心構え え方

(2) 安全運転の実践

(3) 事故防止のポイント

５ 安全運転の (1) 二輪車の特性

基礎知識 (2) 車種の選び方

(3) 乗車用ヘルメットの

着用

(4) 二輪車と物理の法則

(5) 人間の感覚と判断能

力

(6) 飲酒運転の危険性

６ 道路交通法 (1) 日常点検要領

令の知識及び (2) 走行の基本

安全運転の方 ア ドライビング・ス

法 ペースとポジション

イ 防衛運転

(3) 歩行者の保護

(4) 速度と車間距離



(5) 追越し

(6) 交差点通行

(7) 夜間走行

(8) 気象条件に合わせた

運転

(9) 高速道路の通行

(10)改造車の運転禁止

７ 事故事例研 発表（適宜、デ 30分 30分

究に基づく安 ィスカッション

全運転の方法 方式をとる。）

８ 運転適性に (1) 筆記による診断と指 個別的指導 40分 40分

ついての診断 導 教本、運転適

と指導① (2) 運転適性検査器材の 性検査器材視聴

使用による診断と指導 覚教材等

９ 社会参加活 (1) 活動方法の説明 活動内容に応じ 150分 ―

動 (2) 現場活動 て、必要な資器

材等を用いて行

う。

10 運転適性に (1) 実車による診断と指 実技 ― 120分

ついての診断 導 個別的指導

と指導② ア 日常点検 （適宜、ディス

イ 乗車姿勢 カッション

ウ 基本走行 方式をとる｡）

(ｱ) 発車要領 教本、自動二

(ｲ) 低速走行及び通 輪車、原動機付

常走行 自転車、運転シ

(ｳ) 停止要領 ミュレーター、

エ 応用走行 視聴覚教材等

(ｱ) 制動訓練

(ｲ) コーナーリング

訓練

(ｳ) スラローム走行



等の訓練

(2) 運転シミュレーター

操作による診断と指導

11 面接指導 個別的指導（適 ― 30分

宜、ディスカッ

ション方式をと

る｡）

考査 30分 30分

講 習 時 間 合 計 360分 360分

備考

１ 休憩時間は、講習時間以外に適当な時間を設けること。

２ 「運転適性検査器材の使用による診断と指導」又は「運転シミュレーター操

作による診断と指導」を行う場合には､｢事故事例研究に基づく安全運転の方法

｣又は「面接指導」を省略し､「運転適性検査器材の使用による診断と指導」及

び「運転シミュレーター操作による診断と指導」を行う場合には、「事故事例

研究に基づく安全運転の方法」及び｢面接指導｣を省略することができる。

別表第13（第62条の22関係）

若年運転者講習の講習科目及び時間割等に関する基準

日 講習科目 講 習 細 目 講習方法 講習時間

第１日 運転適性検査 運転適性検査（73Ｃ型） 検査実施 １時間

技能録画① 講習生の運転姿勢及び運転の映像を 実 車 １時間

様々な道路交通環境下において記録す

る。

性格と運転の 視聴覚教材や運転適性検査の結果に 座 学 １時間

概説 より、性格特徴が運転の仕方に表れる

可能性があることを理解させる。

運転適性検査 運転適性検査の結果及び技能録画① 座 学 １時間

の結果及び録 で録画した映像に基づき、自己の心理

画映像に基づ 的特性や運転技能等を客観的に理解さ

く個別指導① せるとともに、様々な心理的特性と運

転行動の関係について理解させる。



安全運転のた 実車を講習指導員が同乗した上で運 実 車 １時間

めの指導① 転させ、運転適性検査の結果及び運転

適性検査の結果及び録画映像に基づく

個別指導①を踏まえ、講習生の弱点と

なる場面について重点的に指導を行う。

第２日 技能録画② 講習生の運転姿勢及び運転の映像を 実 車 １時間

様々な道路交通環境下において記録す

る。

運転適性検査 各講習生の技能録画②で録画した映 座 学 １時間

の結果及び録 像に基づき、運転適性検査の結果を踏

画映像に基づ まえることにより、運転行動にどのよ

く個別指導② うな変化が生じたかを理解させる。

安全運転のた 実車を講習指導員が同乗した上で運 実 車 １時間

めの指導② 転させ、運転適性検査の結果及び運転

適性検査の結果及び録画映像に基づく

個別指導②を踏まえ、講習生の弱点と

なる場面について重点的に指導を行う

ほか、講習の総まとめとして、交通違

反や交通事故につながりやすい運転行

動及び心理的特性について解説し、い

かなる状況においても安全運転を心掛

けるよう指導を行う。

講習全体の振 講習生に対して発言を促しながら質 座 学 １時間

り返り 疑応答を行い、講習全体を通じての感

想文をまとめさせる。

備考 休憩時間は、講習時間以外に適当な時間を設けること。

別表第14（第62条の30関係）

特定小型原動機付自転車運転者講習の講習科目に関する基準

講 習
講 習 科 目 講 習 細 目 講 習 方 法

時 間

開講 ５分



講習の概要及び日程の説明

講習を通じ学ぶべき事項についての説

明

１ 考査 道路交通法令に係る理解度の確認 小テスト 20分

２ 体験談紹介 特定小型原動機付自転車危険行為が引 テキスト 15分

（被害者及び き起こした交通事故の惨状について説明

被害者遺族等

）

３ 事例紹介及 (1) 受講者が犯しやすい違反行為が要因 ・テキスト 20分

び疑似体験 となる交通事故の事例紹介 ・映像教材

(2) 交通事故の危険性の疑似体験又は説 ・事故事例シ

明 ート

４ 体験談紹介 特定小型原動機付自転車又は自転車の テキスト 15分

（特定小型原 事故に伴う社会的責任と人生設計上の影

動機付自転車 響の説明

運転者又は自

転車運転者）

５ 特定小型原 特定小型原動機付自転車の交通ルール テキスト 20分

動機付自転車 の遵守について根拠とともに説明

の交通ルール

遵守の徹底

６ 個人ワーク (1) 受講者が引き起こしやすい事故場面 ・テキスト 40分

討議会 についての危険予測学習を実施 ・学習シート

(2) 学習シートに基づく討議及び指導

７ 再考査 道路交通法令に係る理解度の再確認 小テスト 10分

８ 総括 (1) 感想文の作成 感想文 35分

(2) 講師の講評

合 計 180分

備考 休憩時間は、講習時間以外に適当な時間を設けるものとする。



別表第14の２（第62条の38関係）

自転車運転者講習の講習科目に関する基準

講 習
講 習 科 目 講 習 細 目 講 習 方 法

時 間

開講 ５分

講習の概要及び日程の説明

講習を通じ学ぶべき事項についての説

明

１ 考査 道路交通法令に係る理解度の確認 小テスト 20分

２ 体験談紹介 危険行為が引き起こした交通事故の惨 テキスト 15分

（被害者及び 状について説明

被害者遺族等

）

３ 事例紹介及 (1) 受講者が犯しやすい違反行為が要因 ・テキスト 20分

び疑似体験 となる交通事故の事例紹介 ・映像教材

(2) 交通事故の危険性の疑似体験又は説 ・事故事例シ

明 ート

４ 体験談紹介 自転車事故に伴う社会的責任と人生設 テキスト 15分

（自転車運転 計上の影響の説明

者）

５ 自転車の交 自転車の交通ルールの遵守について根 テキスト 20分

通ルール遵守 拠とともに説明

の徹底

６ 個人ワーク (1) 受講者が引き起こしやすい事故場面 ・テキスト 40分

討議等 についての危険予測学習を実施 ・学習シート

(2) 学習シートに基づく討議及び指導

７ 再考査 道路交通法令に係る理解度の再確認 小テスト 10分

８ 総括 (1) 感想文の作成 感想文 35分

(2) 講師の講評

合 計 180分

備考 休憩時間は、講習時間以外に適当な時間を設けるものとする。



別表第15（第77条関係）

特定任意高齢者講習の講習科目に関する基準

講 習 科 目 講 習 細 目 講 習 方 法 講習時間

開講 30分

講習概要や受講上の留意事項等に 以上

ついての説明

１ 道路交通の現 (1) 地域における交通事故情勢 講義

状と交通事故の (2) 高齢者の交通事故の実態

実態 (3) 高齢者支援制度等の紹介

２ 運転者の心構 (1) 安全運転の基本

え (2) 交通事故の悲惨さ

(3) シートベルト等の着用

３ 安全運転の知 (1) 高齢者の特性を踏まえた運転方

識 法

(2) 危険予測と回避方法等

(3) 改正された道路交通法令

４ 運転適性につ 運転適性検査器材による指導 運転適性検査器 30分

いての指導① 材による指導 以上

５ 運転適性につ (1) 事前説明 実車による指導 60分

いての指導② (2) ならし走行 以上

(3) 課題

(4) 安全指導

合計 120分

以上

備考１ 普通自動車対応免許以外の運転免許のみを受けている者又は運転技能検査

対象者は５以外の受講とし、講習時間は60分以上とする。

２ 実施順序は問わないほか、１から４までについては、それぞれの講習科目

を分割した上で連続して行わないことも可能とする。

３ １から４までについては、５の順番待ちの時間に行うことも可能とする。

別表第16（第84条関係）



認知機能検査員講習の基準

講 習 科 目 講 習 内 容 時 間

１ 高齢者と認知症の (1) 認知症の実態と認知症に関する基礎理論 90分

実態及び基礎理論 (2) 認知症の症状と対応方法

２ 高齢運転者対策の (1) 高齢運転者の交通事故情勢 60分

概要 (2) 認知機能検査の内容

(3) 認知症のおそれがある者に対する臨時適性検

査又は診断書提出命令の実施

(4) 運転免許証の自主返納及び運転経歴証明書

(5) 安全運転相談

３ 認知機能検査の実 (1) 認知機能検査の実施方法 150分

施方法 (2) 検査結果の採点方法

(3) 検査結果の伝達方法

(4) 認知機能検査の模擬実施

（ロールプレイング）

合計 300分

備考 休憩時間は、講習時間以外に適当な時間を設けるものとする。

（別記様式省略）


